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（訂正） 「平成21年３月期 決算短信」の一部訂正について 

  

平成22年６月４日付「外部調査委員会による調査報告書のご報告について」で開示いたしましたとおり、

過去の決算における一部の会計処理の修正を要する事象が判明したことを受け、平成21年３月期決算短信に

つきまして、売上高の修正等必要と認められる訂正を行いましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、訂正箇所が多岐にわたっており正誤表による形式ではわかりづらくなることから、訂正後と訂正前

の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線を付して表示しております。 

  

記 

訂正をおこなう決算短信の概要 

 決算期：平成21年３月期 (平成20年４月１日～平成21年３月31日) 

 公表日：平成21年５月20日 

以 上 

＜訂正後＞ 

１. 21年３月期の連結業績 (平成20年４月１日～平成21年３月31日) 

(1) 連結経営成績 

（百万円未満切捨て）

（%表示は対前期増減率）

 
  

 

 
  

 

 

 

各位

上場会社名 株式会社シニアコミュニケーション

代表者名 代表取締役   林 剛之介

（コード番号 2463 東証マザーズ）

問合せ先 財務統括部部長 笹谷 美子

電話番号 03（5414）6870（代表）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年３月期 867 (△17.9) △631 (－) △722 (－) △936 (－)

20年３月期 1,055 (24.1) △202 (－) △263 (－) △496 (－)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高 
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年３月期 △18,223 71 － － △316.2 △24.5 △72.8

20年３月期 △9,431 08 － － △36.2 △7.1 △19.1

(参考) 持分法投資損益 21年３月期 △85百万円 20年３月期 △58百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年３月期 2,948 324 10.0 6,068 85

20年３月期 3,696 1,402 37.1 25,937 54

 (参考)   自己資本 21年３月期 296百万円 20年３月期 1,370百万円



  

 

 
  

２. 配当の状況 

 
 (注）1.平成21年３月期の配当原資には、資本剰余金が含まれています。詳細は、３ページ「資本剰余金を配当原  

   資とする配当金の内訳」をご覧ください。 

 2.現時点において、平成22年３月期の配当予想は未定であります。 

  

３. 22年３月期の連結業績予想 (平成21年４月１日～平成22年３月31日) 

  

４. その他 

  

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         有 

〔(注) 詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

  

 
(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24ページ「１株当たり情報」をご

覧ください。 

  

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物 
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年３月期 △319 △237 △93 802

20年３月期 △504 △568 939 1,452

１株当たり配当金
配当金総額 
(年間)

配当性向 
(連結)

純資産 
配当率 
(連結)(基準日)

第１ 
四半期末

第２ 
四半期末

第３ 
四半期末

期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年３月期 ― 0 00 ― 500 00 500 00 26 ― 1.7

21年３月期 ― 0 00 ― 250 00 250 00 12 ― 1.6

22年３月期(予想) ― ― ― ― ― ―

  来期より非連結になる予定ですので、連結業績予想はございません。

(1) 期中における重要な子会社の異動 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)  無

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの）

(3) 発行済株式数 (普通株式)

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 21年３月期 52,831株 20年３月期 52,831株

② 期末自己株式数 21年３月期 4,049株 20年３月期 ―株



１. 21年３月期の個別業績 (平成20年４月１日～平成21年３月31日) 

 

 

 
  

(2) 個別財政状態 

 

 
  

２. 22年３月期の個別業績予想（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

 

 
  
 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後

のさまざまな不確定要因によって異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。 
 なお、業績予想に関する事項は４ページから５ページの「１．経営成績」を参照してください。 

 平成22年３月期の配当予想につきましては、未定でございます。詳細は１ページの「２．配当の状況」を参照し

てください。 

 

 資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳 

   

平成21年３月期の配当のうち、資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳は以下のとおりです。 

 
 (注）純資産減少割合 0.005（小数点以下３位未満切り上げ） 

(参考) 個別業績の概要

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年３月期 844(△17.6) △604 (－) △634 (－) △914 (－)
20年３月期 1,024 (24.0) △199 (－) △207 (－) △471 (－)

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

21年３月期 △17,782 64 － －

20年３月期 △8,945 33 － －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年３月期 3,049 424 13.0 8,136 09

20年３月期 3,718 1,462 38.5 27,120 96

(参考)  自己資本 21年３月期 396百万円 20年３月期 1,432百万円

(％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 245 (△52.9)△335 (－)△365 (－)△340 (－)△6,969 78

通     期 860 (△0.8)△430 (－)△495 (－)△470 (－)△9,634 70

基準日 期末 年間

１株当たり配当金 250円 00銭 250円 00銭

配当金総額 12百万円 12百万円



１．当期における業績全般の動向    

当社は、「シニアがいきいきと暮らせる社会の実現に貢献する」との経営理念の下、日本初のシニアマーケット

に関する専門機関として平成12年５月17日に設立し、現在に至るまで、着実に運営体制を整え営業活動を進めて参

りました。  

 現時点で成人人口の半数、2025年には全人口の半数が50歳以上になるなど、シニア世代を中心とした社会が形成

されつつあり、消費全体に占めるシニアの役割が非常に大きなものとなっています。そのような中、従来にもまし

て多くの企業や自治体によるシニアマーケット攻略の動きが活発化しており、同マーケット向け商品・サービス

が、多数展開されてきております。  

 一方で、当連結会計年度における日本経済は、サブプライムローン問題に端を発した金融市場の世界的混乱に伴

う世界景気の減速や急激な円高の影響から本格的な不況の様相を呈してきており、先行きの見通しは極めて不透明

な状態となっております。当社グループを取り巻く環境についても、全体の景気悪化に伴い、大手企業において

は、広告・プロモーション予算の削減、新規事業立ち上げの延期、各種プロジェクト規模の縮小等が相次ぎまし

た。この結果、クライアントサポート事業／企業サポート業務（シニア向け新規事業の立ち上げ、シニア向け新商

品・サービスの開発、シニア向け広告・プロモーションの実施、シニア向け販促ツール等のクリエイティブ制作、

シニアを対象とした会員組織の運営、会報誌制作、会員サイトの制作・運営等）における自動車メーカーや金融機

関等大手企業からの受注は一時的な広告費削減の流れの中で伸び悩み、減収減益を強いられました。  

 クライアントサポート事業／コンシューマー業務においては、個人消費が伸び悩むなか、商品アイテムの増加、

「アンチエイジングレストラン・麻布十八番ブランド」の浸透等により様々な活動を行い、比較的順調に実績を残

しました。また、当連結会計年度より営業損益の区分で計上している投資育成事業においても、保有している営業

投資有価証券の一部売却により売上と利益を獲得いたしました。  

 従来のシニアビジネスサポート事業以外からの収益拡大を企図し、当連結会計年度より本格稼動を開始したシニ

ア向け教育・人材紹介業務及びシニア向け新規サービスの立ち上げのため、システム、人材、広告等の先行投資を

前倒しで実施したこと、ポイント引当金11百万円を新たに計上したことに伴い販売費及び一般管理費が増加すると

ともに、「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用により、商品評価損49百万円を特別損失として計上いたしま

した。また、昨年10月以降の本格的な株価下落の影響を受けた保有上場有価証券の評価損151百万円（営業投資有価

証券34百万円、投資有価証券116百万円）に加え、非上場有価証券についても減損対象銘柄を厳格に選定することに

より、新たに218百万円の評価損（全て営業投資有価証券）を計上いたしました（営業投資有価証券評価損について

は、投資育成事業の原価にあたることから、特別損失ではなく売上原価の区分にて計上しております）。 

 子会社及び関連会社業績においては、当社子会社である㈱シニアダイレクトにおける受注が広告業界全体の流れ

を受け、大きく伸び悩み、韓国シニアマーケット攻略の足がかりとしている持分法適用関連会社である㈱シニアパ

ートナーズにおいては、営業基盤構築の先行投資を積極的に行い、20万人のシニア会員を有する韓国内最大級規模

のシニアサイトとして成長しました（平成20年韓国インターネットアワード受賞）が、まだ収益化には至っており

ません。尚、㈱シニアダイレクトにつきましては、意思決定の迅速化、人材活用の効率化を図ると共に、経営資源

を一体化し同事業の効率的な運営を目指すことを目的として、平成21年４月１日付で当社と合併いたしました（個

別業績において㈱シニアダイレクトに対する関係会社整理損失引当金31百万円を計上しております）。  

以上の結果、当連結会計年度業績は、売上高867,008千円（前期比17.9％減）、経常損失722,200千円（前期比

174.0％増）、当期純損失936,913千円（前期比88.6％増）となりました。 

  

２．次期の見通し  

平成22年３月期においても、景気全体の先行きは引続き厳しい状況が予想され、大手企業の広告・プロモーショ

ン予算の削減は大きな流れとして見込まれるものの、多くの企業や自治体によるシニアマーケット攻略の動きやニ

ーズについては依然として根強いものがあり、企業サポート業務の受注環境においては改善の兆しが見られている

ことから、下期から平成23年３月期にかけて緩やかに回復基調に入ってくると予想しております。  

 コンシューマー業務においては、景気悪化に伴う消費者購買意欲の減退により、各商品・サービスの個別の売上

額については伸び悩むと予想されるも、商品アイテム数の増加を進めることにより、売上額全体の増加を見込んで

おります。  

 投資育成事業については、より厳しく投資検討を行いながら、将来有望な投資先への新規及び追加投資を推進し

てまいります。しかしながら、現在の株価動向やＩＰＯ市場環境を勘案するに、平成22年3月期における売上・収益

獲得は難しいと考えております。一方で、平成21年３月期に多額の計上を強いられた営業投資有価証券の評価損に

ついては、同期において減損対象銘柄を厳格に選定したことから、現在のところ、新規には発生しないものと予想

しております。  

１. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析



 また、平成21年３月期より本格稼動を開始しているシニア向け教育・人材紹介業務及びシニア向け新規サービ

スの立ち上げについては、先行投資したことが功を奏し、少なからず売上・収益に貢献いたします。  

 販売費及び一般管理費については、新規サービスの立ち上げ、中長期的なコスト削減を企図したことによるシス

テム、人材、広告等の先行投資が一段落したこと、平成21年３月期に新たに計上したポイント引当金がまとまった

金額で発生しないこと、同期下期より進めてきたグループ会社整理や様々なコスト削減施策が具体的な効果として

現れてきていることから、前期比で減少する見込みとなっております。  

 特別損益におきましては、平成21年３月期に発生した商品評価損、投資有価証券評価損、関係会社株式評価損、

関係会社整理損失引当金繰入額等の発生は現在のところ見込まれておりません。  

  

 以上のことから、通期の個別業績見通しは、売上高860百万円、経常損失495百万円、当期純損失470百万円を見込

んでおります。  

  

※平成22年３月期より非連結になる予定ですので、連結業績予想はございません。   

  

①資産、負債、純資産の状況 

(資産)  

 当連結会計年度末における資産合計は2,948,356千円となり、前連結会計年度末と比較して747,919千円、

20.2％減少いたしました。 

 流動資産は1,992,611千円と前連結会計年度末と比較して27,567千円減少いたしました。流動資産の主たる減

少理由は、営業投資有価証券が402,813千円、仮払金が459,133千円増加したものの、現金及び預金が632,462千

円、受取手形及び売掛金が111,485千円減少したことによるものであります。なお、現金及び預金の減少理由

は、１[業績の概要](2)「キャッシュフローの状況」を御参照ください。 

 有形固定資産の合計は38,030千円と前連結会計年度末から4,762千円減少しましたが、これは主に、減価償却

によるものであります。無形固定資産は、219千円と33千円減少しております。また、投資その他の資産は、当

連結会計年度末917,494千円と前連結会計年度末から715,557千円減少しておりますが、これは主に、投資有価証

券の営業投資有価証券への振替え、売却及び減損処理による減少731,720千円によるものであります。 

(負債)  

 当連結会計年度末における負債合計は2,624,298千円となり、前連結会計年度末と比較して330,265千円、

14.4％増加いたしました。 

 流動負債は2,175,998千円と前連結会計年度末と比較して300,465千円増加いたしました。流動負債の主たる増

加理由は、仮受金が338,005千円増加したことによるものであります。 

 固定負債は448,300千円と前連結会計年度末と比較して29,800千円増加いたしました。固定負債の増加理由

は、長期借入金が増加したことによるものです。 

(純資産)  

 当連結会計年度末の純資産合計は324,057千円となり、前連結会計年度末と比較して1,078,185千円減少いたし

ました。これは、当期純損失の計上等により利益剰余金が減少したためであります。 

②キャッシュ・フローの状況  

当連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、営業活動により資金を319,545千円

使用し、投資活動においては237,308千円使用し、財務活動においても93,076千円使用した結果、当連結会計年度末

には802,946千円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失を895,849千円計上したため、投資有価証券

評価損116,203千円、営業投資有価証券の減少326,046千円等では補い切れず、319,545千円(前期は504,771千円

の使用)の使用となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得による支出331,420千円があったものの、投資有

価証券の売却による収入120,233千円等により237,308千円(前期は568,725千円の使用)の使用となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出96,892千円等により、93,076千円(前期は

939,275千円の獲得)の使用となりました。   

(2) 財政状態に関する分析



(参考)連結キャッシュ・フロー指標の推移 

 
自己資本比率：自己資本／総資産  

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

 ※1 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を 

    使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全て 

      の負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払 

      額」を使用しております。  

 ※2 平成18年３月期から平成21年３月期までのインタレスト・カバレッジ・レシオ及びキャッシュ・フロー対有 

   利子負債比率についは、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。  

   

平成21年３月期につきましては、１株当たり250円00銭の期末配当を予定しております。  

 今後につきましても、株主に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置付け、企業体質強化のための

内部留保の充実を図るとともに各期の経営成績、財政状況及び配当性向等を総合的に勘案して配当を実施していき

たいと考えております。なお、平成22年３月期の配当については、予想額の開示が可能となった時点で速やかに開

示いたします。 

   

以下においては、当社グループの事業展開上、決算短信提出日現在でリスク要因となる可能性があると考えられ

る事項に加えて、当社としては必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断の上で重要と

考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。  

なお、当社グループはこれらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避、あるいは発生した場合の適切

な対応に努める所存でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した

上で行われる必要があります。  

  

当社は、顧客企業のシニアマーケット攻略のためのコンサルティング・プロモーションサポート等を行うため

に、50歳以上の方を会員組織化した「MASTER」に対する定量・定性調査を行っており、平成21年４月末現在約１万

人の会員の個人情報を保有しております。また、コミュニティサイトの運営、ＷＥＢ上での商品販売活動（購入申

込みの受付け）によっても利用者の個人情報を取得する場合があります。これらの個人情報は、当社の管理下にあ

るデータベースにて保管しており、平成17年４月に施行された「個人情報の保護に関する法律」が定める個人情報

取扱事業者としての義務が課せられております。当該義務への対応としては従来より、個人情報に関する管理方針

を明確にした上で、ネットワークの運用や電子メールの利用に関してのマニュアル化、データベースにアクセスす

る際のパスワード管理、ネットワークの技術対策等を施し、個人情報保護に努めております。平成21年３月期に

は、ネットワークの再整備及びデーターサーバーの多重管理等サーバー増強へのシステム投資を追加実施し、セキ

ュリティ及びデータバックアップの体制を更に強化いたしましたが、万一、外部からの不正アクセスや社内管理体

制の瑕疵等による情報の外部流出が発生した場合、当社に対する損害賠償請求や社会的信用の失墜により、当社事

業及び業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率(％) 50.6 59.4 37.1 10.0

時価ベースの自己資本比率(％) 1,791.0 300.7 78.6 23.2

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率(％)

― ― ― ―

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ(倍)

― ― ― ―

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク

①当社グループの事業内容について 

 (イ)個人情報の流出可能性および流出した際の影響について 



当社では、シニアに関する“情報収集だけではなく、情報発信や交流も出来る参加型サイト”をコンセプトとし

たコミュニティサイト「シニアコム.JP」を提供しております。本サイトは、「MASTER」会員の登録やメールマガジ

ン「シニアコムNews」購読の登録にも利用しており当社の事業上重要な役割を果たしております。従来よりネット

ワークの技術対策等を施し、平成21年３月期には、ネットワークの再整備及びデーターサーバーの多重管理等サー

バー増強へのシステム投資を追加実施し、セキュリティ及びデータバックアップの体制を更に強化いたしました

が、インターネットを利用しているため、自然災害、事故および外部からの不正手段によるコンピュータへの侵入

等により、通信ネットワークの切断、サーバー等ネットワーク機器の作動不能等の事態が生じた場合、当社事業及

び業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

現在のところ、シニアマーケットを対象に「調査、戦略立案、実行、検証に至るまでトータルでサポートでき

る」形態のビジネスを展開している企業は少なく、当社としてはさらにノウハウを蓄積し事業の拡大を図る所存で

すが、今後において競合企業の出現は否定できません。今後、競争の激化により受注が減少した場合には、当社事

業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

当社は平成21年４月30日現在、取締役５名、従業員54名と組織が小さく、内部管理体制も当該組織規模に応じた

ものとなっております。今後は業務拡大に伴い、業務執行体制の人員増強と内部管理体制の強化・充実を図ってい

く予定であります。しかしながら、当社の事業の拡大に伴う、優秀な人材の確保・育成が適切に行えず、十分な人

的・組織的対応ができない場合、または現在在職している人材が大量に流出した場合、当社事業及び今後の業務推

進に影響を及ぼす可能性があります。  

  

当社代表取締役社長山崎伸治は、当社設立以来の最高経営責任者であり、シニアマーケットの専門家としての知

名度も高いことから、経営方針及び経営戦略の決定並びにシニアマーケティングの体系化等、当社の事業活動上、

重要な役割を果たしております。  

 当社は、特定の個人に依存しない組織的な経営体制を目指し、人材育成の強化と経営のリスクの軽減を図ってお

りますが、現時点において、同氏が何らかの理由により当社の経営者としての業務を遂行できなくなった場合に

は、当社の業績及び今後の経営に重大な影響を与える可能性があります。  

  

現在、当社の事業においては、顧客企業に対して実施したサービスの対価としての報酬が主たる収益でありま

す。今後は、当社の経営資源を顧客企業のシニアビジネスの売上・利益に直結する分野に積極的に投入すること

で、調査・戦略立案から商品開発、販売に至るビジネスプロセス全般に関与し、当該ビジネスからクライアントが

得た売上高または利益の一部をシェアする売上マージン型またはプロフィットシェア型ビジネスの拡大を図ってま

いります。  

 しかしながら、売上マージン型またはプロフィットシェア型ビジネスでは、当社が関与した事業の業績等の影響

により、計画通りの売上高または利益が得られない可能性があること、ならびに本業務の事業歴が浅く、期間業績

比較を行うために十分な期間の財務数値が得られないことから、当社が想定する収入の見通しに重大な相違が生じ

る可能性があります。  

 (ロ)システム障害について

 ②競合について

③当社の事業体制について 

 (イ)小規模組織であること 

 (ロ)特定の人物への依存について 

④今後の事業展開について

 (イ)コンシューマー業務（売上マージン型またはプロフィットシェア型ビジネス）の拡大について 



 

 
（注）第３期から第４期については当社単体の数値を記載しております。 

  第５期から第９期 については連結財務諸表を作成しているため、連結の数値を記載しております。  

  

今後、当社が直接投資を行った企業の事業が円滑に運営され、高い顧客満足度が得られれば、当社の業績に貢献

する可能性があります。しかしながら、これらの出資先企業の業務が何らかの事情により支障をきたした場合や、

業績が悪化し出資金が毀損した場合には、当社の経営に影響を与える可能性があります。  

  

シニアビジネスに特化したプライベート・エクイティファンドの運営を大和SMBCキャピタル株式会社と共同で行

っておりますが、投資成績の不振による出資金の毀損や現状では予測し得ない事態が発生する可能性は否定でき

ず、そのような事態が発生した場合に、当社グループ業績に影響を与える可能性があります。  

  

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該ストックオプションは、会社法第236条、第238条、

第239条及び、旧商法第280条ノ20 、旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役及び従業員等に対して新株予

約権を付与したものであります。  

 これらの新株予約権の目的たる株式の数は、平成21年４月30日現在で合計8,985株となり、発行済株式総数の

17.01％を占めております。また、今後も優秀な人材を確保するために、同様のインセンティブプランを継続して実

施していくことを検討しており、これらの新株予約権の行使が行なわれた場合には、当社の１株当たりの株式価値

は希薄化し、当社株価に影響を与える可能性があります。 

  

平成20年３月期決算短信（平成20年５月20日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省

略します。 

 当該決算短信は、次のURLからご覧いただくことができます。 

(当社ホームページ） 

  http://www.senior-com.co.jp 

（東京証券取引所ホームページ(上場会社情報検索ページ） 

  http://www.tse.or.jp/listing/index.html 

 (参考)売上高の推移                         （単位：千円）

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

企業サポート業務 338,566 323,666 322,857 594,688 519,566 450,147 119,235

コンシューマー業務 15,341 22,149 64,062 209,876 331,355 605,782 515,994

投資育成業務 － － － － － － 231,778

合計 353,907 345,815 386,919 804,564 850,921 1,055,929 867,008

(ロ) シニアビジネスへの直接投資について 

(ハ) シニアビジネスに特化したプライベート・エクイティファンドの運営について 

⑤ ストックオプションについて 

２．企業集団の状況

 最近の有価証券報告書(平成20年６月30日提出）における「事業系統図(事業の内容)」及び「関係会社の状況」から

重要な変更がないため開示を省略します。 

 

３．経営方針



  

４.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,434,216 801,753

受取手形及び売掛金 180,263 68,777

営業投資有価証券 － 402,813

たな卸資産 54,519  3,049

未収還付法人税等 102,790 14,091

未収消費税等 － 18,732

仮払金 208,367 667,501

その他 42,298 17,589

貸倒引当金 △2,276 △1,697

流動資産合計 2,020,178 1,992,611

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 58,501 57,571

減価償却累計額及び減損損失累計額 △25,901 △28,512

建物及び構築物（純額） 32,599 29,058

車両運搬具 269 269

減価償却累計額 △218 △245

車両運搬具（純額） 50 23

工具、器具及び備品 42,122 39,514

減価償却累計額及び減損損失累計額 △31,979 △30,565

工具、器具及び備品（純額） 10,143 8,949

有形固定資産合計 42,792 38,030

無形固定資産

ソフトウエア 66 33

その他 186 186

無形固定資産合計 252 219

投資その他の資産

投資有価証券  1,487,266  755,546

その他 145,904 166,237

貸倒引当金 △118 △4,288

投資その他の資産合計 1,633,051 917,494

固定資産合計 1,676,097 955,744

資産合計 3,696,276 2,948,356



  

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 62,245 22,696

短期借入金 830,000 730,000

1年内返済予定の長期借入金 145,200 245,200

未払法人税等 － 2,032

繰延税金負債 6,361 －

仮受金 802,044 1,140,049

ポイント引当金 － 11,715

その他 29,681 24,305

流動負債合計 1,875,533 2,175,998

固定負債

長期借入金 418,500 448,300

固定負債合計 418,500 448,300

負債合計 2,294,033 2,624,298

純資産の部

株主資本

資本金 1,419,872 1,419,872

資本剰余金 1,452,405 1,452,405

利益剰余金 △1,458,126 △2,421,455

自己株式 － △96,892

株主資本合計 1,414,151 353,929

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △39,443 △37,829

為替換算調整勘定 △4,401 △20,048

評価・換算差額等合計 △43,845 △57,878

新株予約権 30,022 28,006

少数株主持分 1,914 －

純資産合計 1,402,243 324,057

負債純資産合計 3,696,276 2,948,356



  

(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高 1,055,929 867,008

売上原価 776,551 998,084

売上総利益又は売上総損失（△） 279,378 △131,076

販売費及び一般管理費  481,462  500,284

営業損失（△） △202,084 △631,360

営業外収益

受取利息 2,091 3,115

受取配当金 433 1,388

還付加算金 － 3,042

その他 804 1,560

営業外収益合計 3,329 9,106

営業外費用

支払利息 6,004 12,142

持分法による投資損失 58,538 85,822

株式交付費 112 －

その他 202 1,981

営業外費用合計 64,858 99,946

経常損失（△） △263,613 △722,200

特別利益

投資有価証券売却益 26,139 14,953

新株予約権戻入益 － 2,393

特別利益合計 26,139 17,347

特別損失

投資有価証券評価損 196,282 116,203

固定資産除却損 －  372

固定資産売却損  61 －

たな卸資産評価損 1,166 －

商品評価損 －  49,990

減損損失 5,341  21,272

不正会計処理損失 16,451 1,115

その他 － 2,041

特別損失合計 219,303 190,996

税金等調整前当期純損失（△） △456,777 △895,849

法人税、住民税及び事業税 40,800 4,901

過年度法人税等 － 44,438

法人税等調整額 6,379 △6,361

法人税等合計 47,180 42,978

少数株主損失（△） △7,270 △1,914

当期純損失（△） △496,686 △936,913



  

(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,399,115 1,419,872

当期変動額

新株の発行 20,756 －

当期変動額合計 20,756 －

当期末残高 1,419,872 1,419,872

資本剰余金

前期末残高 1,431,649 1,452,405

当期変動額

新株の発行 20,756 －

当期変動額合計 20,756 －

当期末残高 1,452,405 1,452,405

利益剰余金

前期末残高 △961,439 △1,458,126

当期変動額

剰余金の配当 － △26,415

当期純損失（△） △496,686 △936,913

当期変動額合計 △496,686 △963,329

当期末残高 △1,458,126 △2,421,455

自己株式

前期末残高 － －

当期変動額

自己株式の取得 － △96,892

当期変動額合計 － △96,892

当期末残高 － △96,892

株主資本合計

前期末残高 1,869,326 1,414,151

当期変動額

新株の発行 41,512 －

剰余金の配当 － △26,415

当期純損失（△） △496,686 △936,913

自己株式の取得 － △96,892

当期変動額合計 △455,174 △1,060,222

当期末残高 1,414,151 353,929



  

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △93,939 △39,443

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

54,495 1,613

当期変動額合計 54,495 1,613

当期末残高 △39,443 △37,829

為替換算調整勘定

前期末残高 2,014 △4,401

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△6,416 △15,647

当期変動額合計 △6,416 △15,647

当期末残高 △4,401 △20,048

評価・換算差額等合計

前期末残高 △91,924 △43,845

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

48,079 △14,033

当期変動額合計 48,079 △14,033

当期末残高 △43,845 △57,878

新株予約権

前期末残高 14,888 30,022

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15,133 △2,015

当期変動額合計 15,133 △2,015

当期末残高 30,022 28,006

少数株主持分

前期末残高 9,185 1,914

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,270 △1,914

当期変動額合計 △7,270 △1,914

当期末残高 1,914 －



 

 
  

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 1,801,475 1,402,243

当期変動額

新株の発行 41,512 －

剰余金の配当 － △26,415

当期純損失（△） △496,686 △936,913

自己株式の取得 － △96,892

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 55,942 △17,963

当期変動額合計 △399,231 △1,078,185

当期末残高 1,402,243 324,057



  

(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △456,777 △895,849

減価償却費 7,322 6,196

減損損失 5,341 21,272

貸倒引当金の増減額（△は減少） 803 3,590

ポイント引当金の増減額（△は減少） － 11,715

受取利息及び受取配当金 △2,524 △4,503

支払利息 6,004 12,142

株式交付費 112 －

持分法による投資損益（△は益） 58,538 85,822

投資有価証券評価損益（△は益） 196,282 116,203

株式報酬費用 10,958 －

たな卸資産評価損 1,166 －

投資有価証券売却損益（△は益） △26,139 △14,953

有形固定資産売却損益（△は益） 61 －

有形固定資産除却損 － 372

売上債権の増減額（△は増加） △76,268 103,140

営業投資有価証券の増減額（△は増加） － 326,046

たな卸資産の増減額（△は増加） △50,898 51,470

未収消費税等の増減額（△は増加） － △18,732

その他の流動資産の増減額（△は増加） △11,453 3,786

仕入債務の増減額（△は減少） △75,412 △39,548

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,278 △223

その他の流動負債の増減額（△は減少） △23,911 △4,416

その他 △12,169 △1,694

小計 △459,242 △238,161

利息及び配当金の受取額 2,524 4,503

利息の支払額 △7,432 △11,604

不法原因給付による資金の受入 562,792 338,005

不法行為に基づく資金の流出 △207,354 △459,112

法人税等の還付額 － 94,527

法人税等の支払額 △396,059 △47,703

営業活動によるキャッシュ・フロー △504,771 △319,545



  

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,286 △5,857

有形固定資産の売却による収入 192 －

無形固定資産の取得による支出 △2,029 △17,494

無形固定資産の売却による収入 8 －

投資有価証券の取得による支出 △579,570 △331,420

投資有価証券の売却による収入 41,464 120,233

その他 － 12,168

敷金及び保証金の差入による支出 △22,703 △2,360

敷金及び保証金の回収による収入 200 －

保険積立金の積立による支出 － △12,578

投資活動によるキャッシュ・フロー △568,725 △237,308

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,450,000 3,100,000

短期借入金の返済による支出 △3,120,000 △3,200,000

長期借入れによる収入 600,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △36,300 △170,200

株式の発行による収入 41,399 －

自己株式の取得による支出 － △96,892

配当金の支払額 － △25,983

新株予約権の発行による収入 4,175 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 939,275 △93,076

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △134,220 △649,946

現金及び現金同等物の期首残高 1,587,113 1,452,893

現金及び現金同等物の期末残高  1,452,893  802,946



該当事項はありません。 

  

  

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成19年４月１日 （自 平成20年４月１日

    至 平成20年３月31日）    至 平成21年３月31日）

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 すべての子会社を連結しております。

①連結子会社の数  ３社 ①連結子会社の数  １社

②連結子会社の名称 ②連結子会社の名称
㈱アンチエイジングオーソリティ、㈱シ
ニアダイレクト、㈱シニアインベストメ
ント

㈱シニアダイレクト 
  
 ㈱アンチエイジングオーソリティ及び㈱
シニアインベストメントは、平成20年10
月１日を合併期日として当社と合併した
ことに伴い、連結の範囲から除外してお
ります。

２ 持分法の適用に関する事 
    項

①持分法を適用した関連会社数 ①持分法を適用した関連会社数

 ３社及び１投資事業組合  ２社及び１投資事業組合

②関連会社の名称 ②関連会社の名称

 ㈱シニアエージェント、㈱シニアステ
ージ（旧シニアパートナーズ㈱）、シニ
アビジネス応援ファンド投資事業有限責
任組合、㈱シニアパートナーズ（旧㈱ユ
アステージ） 
 
㈱シニアパートナーズ（旧㈱ユアステー
ジ）については、当連結会計年度におい
て新たに株式を取得したことにより持分
法の適用範囲に含めております。

㈱シニアステージ、シニアビジネス応援
ファンド投資事業有限責任組合、㈱シニ
アパートナーズ 
  
 ㈱シニアエージェントについては、平
成21年3月27日をもって清算結了したこと
に伴い、持分法適用の範囲から除外して
おります。 
 

③持分法適用にあたり発生した投資差額 ③持分法適用にあたり発生した投資差額

 ５年間で均等償却しております。  ５年間で均等償却しております。

④持分法の適用の手続について特に記載  
 する必要があると認められる事項

④持分法の適用の手続について特に記載  
 する必要があると認められる事項

 ㈱シニアステージ（旧シニアパートナ
ーズ㈱）の決算期は6月であり、また㈱
シニアパートナーズ（旧㈱ユアステー
ジ）の決算期は12月であるため、当社と
一致しておらず、当社決算日より３ヶ月
前の財務諸表により、持分法を適用して
おります。

 ㈱シニアステージの決算期は6月であ
り、また㈱シニアパートナーズの決算期
は12月であるため、当社と一致しておら
ず、当社決算日より３ヶ月前の財務諸表
により、持分法を適用しております。 
  
 

３ 連結子会社の事業年度等 
 に関する事項

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一
致しております。

 同左 
 

４ 会計処理基準に関する事 
 項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 （1）重要な資産の評価基準及び評価方法

 ①有価証券  ①有価証券

  ａその他有価証券   ａその他有価証券

     時価のあるもの      時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しておりま
す。

      同左 
  
 
  
 

   時価のないもの    時価のないもの

移動平均法による原価法を採用して
おります。

    同左 
 



  

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成19年４月１日 （自 平成20年４月１日

    至 平成20年３月31日）    至 平成21年３月31日）

 ②たな卸資産  ②たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下によ
る簿価切下げの方法）によっておりま
す。

  ａ商品、製品、仕掛品   ａ商品、製品、仕掛品

   移動平均法による原価法を採用して  
   おります。 

   移動平均法 
 

  ｂ貯蔵品   ｂ貯蔵品
   最終仕入原価法を採用しておりま 
   す。   

  最終仕入原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方 
     法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方 
     法

  ①有形固定資産   ①有形固定資産

定率法を採用しております。 
ただし、建物（建物附属設備を除
く）については定額法を採用してお
ります。

   同左 
  
 
 

 (少額減価償却資産)  (少額減価償却資産)

取得価額が10万円以上20万円未満の
資産については、３年均等償却によ
っております。

   同左 
  
 

 （会計方針の変更）

法人税の改正（所得税法等の一部を
改正する法律（平成19年３月30日法
律第６号）及び法人税法施行令の一
部を改正する法令（平成19年３月30
日政令83号））に伴い当連結会計年
度から平成19年４月１日以降に取得
したものについては、改正後の法人
税法に基づく方 
法に変更しております。

この変更による当連結会計年度への
影響は軽微であります。

 （追加情報）

当連結会計年度から、平成19年3月
31日以前に取得したものについて
は、償却可能限度額まで償却が終了
した翌年から5年間で均等償却する
方法によっております。

この変更による当連結会計年度への
影響は軽微であります。

なお、主な耐用年数は次のとおりで
あります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ
ります。

     建物     ３年～18年      建物     ３年～18年

     車両運搬具     ３年      車両運搬具     ３年

     工具器具備品 ３年～20年      工具器具備品 ３年～20年

 ②無形固定資産   ②無形固定資産

自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法を採用しており
ます

   同左 
  
 
 

 ③長期前払費用   ③長期前払費用

   定額法を採用しております。    同左

（3）重要な繰延資産の処理方法  (3) ――――――

     株式交付費

       支出時に全額費用として処理して 
     おります。



  

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成19年４月１日 （自 平成20年４月１日

    至 平成20年３月31日）    至 平成21年３月31日）

（4）重要な引当金の計上基準 （4）重要な引当金の計上基準

    貸倒引当金   ①貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しており
ます。

  同左 
  
 
  
 
 

  ②ポイント引当金

 MASTER会員に対して付与しているポ
イントの将来の使用による費用発生に
備えるため、当連結会計年度末におい
て将来使用されると見込まれる額を計
上しております。

 （追加情報）

 ポイント使用による費用は、従来は
ポイント使用時に費用処理しておりま
したが、将来利用されると見込まれる
額の合理的な算定が可能となったこと
から、当連結会計年度よりポイント引
当金として計上することといたしまし
た。  
 これにより、当連結会計年度の販売
費及び一般管理費が従来と同一の方法
によった場合に比べ11,715千円増加し
ており、営業損失、経常損失及び税金
等調整前当期純損失が、それぞれ
11,715千円増加しております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法  (5) ――――――

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法  (6) 重要なヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法  ①ヘッジ会計の方法

   金利スワップの特例処理によって 
  おります。

   同左 
 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段：金利スワップ取引    同左

   ヘッジ対象：特定の借入金の支払 
                  金利

 ③ヘッジ方針  ③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する
目的で金利スワップ取引を行ってお
ります。

   同左 
  
 

 ④ヘッジ有効性評価の方法  ④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理
の要件を満たしているため、有効性
の評価を省略しております。

   同左 
  
 

(7) 収益及び費用の計上基準  (7) 収益及び費用の計上基準

  完了日が証憑によって確認できるも
のは完了基準、それ以外は入金基準を
適用しております。

   同左 
 

(8)その他連結財務諸表作成のための重要 
   な事項

 (8) その他連結財務諸表作成のための重 
     要な事項

  消費税等の会計処理   消費税等の会計処理

   税抜方式を採用しております。    同左



 
  

 

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成19年４月１日 （自 平成20年４月１日

    至 平成20年３月31日）    至 平成21年３月31日）

５ 連結子会社の資産及び負 
 債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価につい
ては、全面時価評価法を採用しておりま
す。

   同左 
  
 

６ のれん及び負ののれんの 
 償却に関する事項

 当連結会計年度において、のれんは発生
しておりません。

   同左 
 

７ 連結キャッシュ・フロー 
 計算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書における
資金（現金及び現金同等物）は、手許現
金、随時引出可能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少
なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来する短期投資からなっ
ております。

   同左 
  
 
  
 
  
 

(7)【会計方針の変更】

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 (自 平成20年４月１日

  至 平成20年３月31日)   至 平成21年３月31日)

――――――――― （営業投資有価証券）

 当連結会計年度より、従来、固定資産の投資有価証券勘
定で取得及び保有していた有価証券について、投資におけ
る目的が将来的な売却によるキャピタルゲインであるもの
は、流動資産の営業投資有価証券勘定に振替え、売却時や
減損処理時の損益計上においても、特別損益の区分での計
上から営業損益の区分で計上する方法に変更いたしまし
た。 
 この変更は、当社事業において投資育成業務の占める割
合が増大してきていること、投資育成部門の強化により当
該部門の社内体制及び規程が整ったことから、当社事業の
１セグメントとして区分することが妥当であると判断した
ことによるものであります。 
 この方法により、当連結会計年度は従来の方法と比較し
て、連結貸借対照表につきましては、流動資産が402,813
千円増加し、固定資産（投資その他の資産）が同額減少し
ております。連結損益計算書につきましては、売上高が
231,778千円、売上原価が356,156千円増加しており、営業
損失及び経常損失が124,378千円それぞれ増加しておりま
すが、税金等調整前当期純損失には影響ありません。 
 また、連結キャッシュ・フロー計算書につきましては、
営業活動によるキャッシュ・フローが203,823千円増加
し、投資活動によるキャッシュ・フローが同額減少してお
ります。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所
に記載しております。 
  
(たな卸資産) 
  
 当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基
準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を
適用しております。  
 これにより、税金等調整前当期純損失が49,990千円増加
しております。 



前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)  

当連結グループは、シニアマーケットに関する企業サポート業務及びコンシューマー業務からなるシニアビ

ジネスサポート事業を展開しており、これ以外に事業の種類がないため該当事項はありません。  

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)  
  

 
(注) １ 事業内容を考慮して事業区分を行っております。 

２ 各事業内容 

(1) シニアビジネスサポート事業・・・シニアマーケットに関する企業サポート業務及びコンシューマー業務 

(2) 投資育成事業・・・シニアビジネスを展開する企業に対する投資育成業務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は235,468千円であり、その主なも

のは、当社の管理本部に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,603,617千円であり、その主なものは、余資

運用資金（現金及び預金、有価証券）、不法行為に基づく資金の流出（仮払金）、長期投資資金（投資有価

証券）及び当社の管理本部に係る資産であります。 

５ 当社事業において投資育成業務の占める割合が増大してきていること及び投資育成部門の強化により当該部

門の社内体制及び規程が整ったことから、シニアビジネスサポート事業に加え、投資育成事業を１セグメン

トとして追加しております。 

６ 会計方針の変更 

(営業投資有価証券) 

 会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度より、従来、固定資産の投資有価証券勘定で取得及び保

有していた有価証券について、投資における目的が将来的な売却によるキャピタルゲインであるものは、流

動資産の営業投資有価証券勘定に振替え、売却時や減損処理時の損益計上においても、特別損益の区分での

計上から営業損益の区分で計上する方法に変更いたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の投資育成事業の売上高が231,778千円、営

業費用が381,440千円、営業損失が149,662千円新たに認識されることとなりました。 

(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(セグメント情報)

1. 事業の種類別セグメント情報

シニアビジネス
サポート事業 
(千円)

投資育成事業 
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

635,230 231,778 867,008 ― 867,008

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 635,230 231,778 867,008 ― 867,008

  営業費用 881,461 381,440 1,262,901 235,468 1,498,369

  営業利益 
  (又は営業損失) 
 

△ 246,230 △ 149,662 △ 395,892 △ 235,468 △ 631,360

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

  資産 499,685 845,053 1,344,738 1,603,617 2,948,356

  減価償却費 6,020 ― 6,020 ― 6,020

    減損損失 19,266 94 19,360 1,912 21,272

  資本的支出 20,458 135 20,594 2,757 23,351



前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。  

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。  

  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)  

海外売上高が10％未満のため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)  

海外売上高がないため、該当事項はありません。  

  

リース取引、有価証券、関連当事者との取引、税効果会計、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプシ

ョン等、企業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め開示を省略しております。 

  

  

2. 所在地別セグメント情報

3. 海外売上高

(開示の省略)

(１株当たり情報)

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 (自 平成20年４月１日

 至 平成20年３月31日)  至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 25,937円54銭 6,068円85銭

１株当たり当期純損失 9,431円08銭 18,223円71銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
１株当たり当期純損失を計上して
いるため、記載を省略しておりま
す。

同左

   (注)算定上の基礎

 １ １株当たり純資産額

項目
前連結会計年度 当連結会計年度

(平成20年３月31日) (平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 (千円) 1,402,243 324,057

普通株式に係る純資産額 (千円) 1,370,306 296,050

差額の主な内訳 (千円)

 新株予約権 30,022 28,006

 少数株主持分 1,914 ─

普通株式の発行済株式数(株) 52,831 52,831

普通株式の自己株式数(株) ─ 4,049

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数(株)

52,831 48,782



 

 
  

 

 ２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 (自 平成20年４月１日

 至 平成20年３月31日)  至 平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益

連結損益計算書上の当期純損失(千円) 496,686 936,913

普通株式に係る当期純損失(千円) 496,686 936,913

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 52,665 51,412

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額(千円) ─ ─

普通株式増加数（株） ─ ─

（うち新株予約権(株)） (─) (─)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

第１回から第10回までの新株予約権第１回から第10回までの新株予約権

（新株予約権の目的となる株式の数
9,033株）

（新株予約権の目的となる株式の数
8,985株）

(重要な後発事象)

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 (自 平成20年４月１日

  至 平成20年３月31日)  至 平成21年３月31日)

（セグメント区分の変更）

 当社は、平成21年３月期より、従来、固定資産の投資
有価証券勘定で取得及び保有していた有価証券につい
て、投資における目的が将来的な売却によるキャピタル
ゲインであるものは、流動資産の営業投資有価証券勘定
に振替え、売却時や減損処理時の損益計上においても、
特別損益の区分での計上から営業損益の区分での計上に
変更いたします。平成21年3月期以降新たに取得する有価
証券についても同様の会計方針にて計上いたします。本
会計方針の変更については、当社事業において投資育成
業務の占める割合が増大してきていること、投資育成部
門の強化により当該業務における社内体制及び規程が整
ったことから、当社事業の１セグメントとして区分する
ことが妥当であると判断したことによるものでありま
す。 
 これに伴い、当社は、平成21年３月期より、「シニア
ビジネスサポート事業」と「投資育成事業」という２つ
のセグメント区分を設け、セグメント情報を開示するこ
とといたしました。

――――――



  

５.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,332,745 793,424

売掛金 184,987 86,218

有価証券 18,676 1,192

営業投資有価証券 － 402,813

商品 53,946 2,288

貯蔵品 573 761

前払費用 22,110 16,180

未収入金 1,317 －

未収還付法人税等 102,447 14,085

未収消費税等 － 17,999

仮払金 208,367 667,501

その他 23 －

貸倒引当金 △2,276 △1,697

流動資産合計 1,922,918 2,000,767

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 57,920 57,571

減価償却累計額及び減損損失累計額 △25,772 △28,512

建物及び構築物（純額） 32,148 29,058

車両運搬具 269 269

減価償却累計額 △218 △245

車両運搬具（純額） 50 23

工具、器具及び備品 41,236 38,861

減価償却累計額及び減損損失累計額 △31,718 △30,189

工具、器具及び備品（純額） 9,517 8,672

有形固定資産合計 41,716 37,753

無形固定資産

電話加入権 171 171

無形固定資産合計 171 171

投資その他の資産

投資有価証券 904,537 287,701

関係会社株式 242,998 133,000

その他の関係会社有価証券 468,726 435,677

出資金 10 10

長期営業債権 － 8,463

長期前払費用 2,975 25

敷金及び保証金 78,147 80,507

保険積立金 56,775 69,353



  

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

その他 118 －

貸倒引当金 △118 △4,288

投資その他の資産合計 1,754,170 1,010,451

固定資産合計 1,796,058 1,048,376

資産合計 3,718,976 3,049,144

負債の部

流動負債

買掛金 56,532 22,696

短期借入金 800,000 700,000

1年内返済予定の長期借入金 145,200 245,200

未払金 14,702 11,187

未払費用 6,399 6,543

未払法人税等 － 1,852

未払消費税等 248 －

繰延税金負債 6,361 －

預り金 5,977 4,751

仮受金 802,044 1,140,049

ポイント引当金 － 11,715

関係会社整理損失引当金 － 31,369

その他 159 576

流動負債合計 1,837,626 2,175,942

固定負債

長期借入金 418,500 448,300

固定負債合計 418,500 448,300

負債合計 2,256,126 2,624,242

純資産の部

株主資本

資本金 1,419,872 1,419,872

資本剰余金

資本準備金 1,452,405 1,452,405

資本剰余金合計 1,452,405 1,452,405

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,400,006 △2,340,660

利益剰余金合計 △1,400,006 △2,340,660

自己株式 － △96,892

株主資本合計 1,472,271 434,724

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △39,443 △37,829

評価・換算差額等合計 △39,443 △37,829



  

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

新株予約権 30,022 28,006

純資産合計 1,462,849 424,901

負債純資産合計 3,718,976 3,049,144



  

(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高

サービス売上高 1,024,296 612,714

営業投資有価証券売上高 － 231,778

売上高合計 1,024,296 844,492

売上原価

サービス売上原価 806,754 634,025

営業投資有価証券売上原価 － 356,156

売上原価合計 806,754 990,181

売上総利益又は売上総損失（△） 217,542 △145,689

販売費及び一般管理費  416,950  458,552

営業損失（△） △199,408 △604,241

営業外収益

受取利息 1,938 3,014

受取配当金 433 1,388

業務受託料 10,333 3,868

還付加算金 － 3,042

その他 1,265 1,230

営業外収益合計 13,970 12,544

営業外費用

支払利息 5,929 11,602

株式交付費 112 －

匿名組合投資損失 16,218 14,170

投資事業組合運用損 － 16,292

その他 131 842

営業外費用合計 22,392 42,908

経常損失（△） △207,829 △634,605

特別利益

投資有価証券売却益 － 14,953

抱合せ株式消滅差益 － 17,215

新株予約権戻入益 － 2,393

特別利益合計 － 34,562



  

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

特別損失

投資有価証券評価損 196,282 116,201

固定資産売却損  61 －

関係会社株式売却損 351 －

関係会社株式評価損 － 34,999

関係会社整理損失引当金繰入額 － 31,369

製品評価損 1,210 －

商品評価損 －  49,990

減損損失 5,341  21,272

不正会計処理損失 16,451 1,115

その他 － 18,473

特別損失合計 219,697 273,422

税引前当期純損失（△） △427,527 △873,465

法人税、住民税及び事業税 37,215 2,695

過年度法人税等 － 44,438

法人税等調整額 6,361 △6,361

法人税等合計 43,576 40,772

当期純損失（△） △471,104 △914,237



  

(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,399,115 1,419,872

当期変動額

新株の発行 20,756 －

当期変動額合計 20,756 －

当期末残高 1,419,872 1,419,872

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,431,649 1,452,405

当期変動額

新株の発行 20,756 －

当期変動額合計 20,756 －

当期末残高 1,452,405 1,452,405

資本剰余金合計

前期末残高 1,431,649 1,452,405

当期変動額

新株の発行 20,756 －

当期変動額合計 20,756 －

当期末残高 1,452,405 1,452,405

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △928,902 △1,400,006

当期変動額

剰余金の配当 － △26,415

当期純損失（△） △471,104 △914,237

当期変動額合計 △471,104 △940,653

当期末残高 △1,400,006 △2,340,660

利益剰余金合計

前期末残高 △928,902 △1,400,006

当期変動額

剰余金の配当 － △26,415

当期純損失（△） △471,104 △914,237

当期変動額合計 △471,104 △940,653

当期末残高 △1,400,006 △2,340,660

自己株式

前期末残高 － －

当期変動額

自己株式の取得 － △96,892



  

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

当期変動額合計 － △96,892

当期末残高 － △96,892

株主資本合計

前期末残高 1,901,863 1,472,271

当期変動額

新株の発行 41,512 －

剰余金の配当 － △26,415

当期純損失（△） △471,104 △914,237

自己株式の取得 － △96,892

当期変動額合計 △429,591 △1,037,546

当期末残高 1,472,271 434,724

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △93,939 △39,443

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

54,495 1,613

当期変動額合計 54,495 1,613

当期末残高 △39,443 △37,829

評価・換算差額等合計

前期末残高 △93,939 △39,443

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

54,495 1,613

当期変動額合計 54,495 1,613

当期末残高 △39,443 △37,829

新株予約権

前期末残高 14,888 30,022

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15,133 △2,015

当期変動額合計 15,133 △2,015

当期末残高 30,022 28,006

純資産合計

前期末残高 1,822,812 1,462,849

当期変動額

新株の発行 41,512 －

剰余金の配当 － △26,415

当期純損失（△） △471,104 △914,237

自己株式の取得 － △96,892

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 69,629 △401

当期変動額合計 △359,962 △1,037,948

当期末残高 1,462,849 424,901



 該当事項はありません。 

  

  

(4)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】



平成21年５月20日

  

 
＜訂正前＞ 
  
１. 21年３月期の連結業績 (平成20年４月１日～平成21年３月31日) 

(1) 連結経営成績 

（百万円未満切捨て）

（%表示は対前期増減率）

 
  

 

 
  

 

 

 
  

 

 
  

２. 配当の状況 

 
 (注）1.平成21年３月期の配当原資には、資本剰余金が含まれています。詳細は、３ページ「資本剰余金を配当原  

   資とする配当金の内訳」をご覧ください。 

 2.現時点において、平成22年３月期の配当予想は未定であります。 

  

３. 22年３月期の連結業績予想 (平成21年４月１日～平成22年３月31日) 

  

上場会社名 株式会社シニアコミュニケーション

代表者名 代表取締役   林 剛之介

（コード番号 2463 東証マザーズ）

問合せ先 財務統括部部長 笹谷 美子

電話番号 03（5414）6870（代表）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年３月期 1,326 (△16.0) △313 (－) △405 (－) △616 (－)

20年３月期 1,578 (12.6) 293 (△15.8) 231 (△24.6) 16 (△95.1)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高 
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年３月期 △11,992 38 － － △21.1 △9.1 △23.7

20年３月期 319 25 291 59 0.5 5.1 18.6

(参考) 持分法投資損益 21年３月期 △85百万円 20年３月期 △58百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年３月期 4,054 2,570 62.7 52,122 82

20年３月期 4,836 3,344 68.5 62,701 77

 (参考)   自己資本 21年３月期 2,542百万円 20年３月期 3,312百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物 
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年３月期 106 △663 △93 802

20年３月期 △314 △758 939 1,452

１株当たり配当金
配当金総額 
(年間)

配当性向 
(連結)

純資産 
配当率 
(連結)(基準日)

第１ 
四半期末

第２ 
四半期末

第３ 
四半期末

期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年３月期 ― 0 00 ― 500 00 500 00 26 157.1 0.8

21年３月期 ― 0 00 ― 250 00 250 00 12 ― 0.4

22年３月期(予想) ― ― ― ― ― ―

  来期より非連結になる予定ですので、連結業績予想はございません。



４. その他 

  

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         有 

〔(注) 詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

  

 
(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24ページ「１株当たり情報」をご

覧ください。 

  

１. 21年３月期の個別業績 (平成20年４月１日～平成21年３月31日) 

 

 

 
  

(2) 個別財政状態 

 

 
  

２. 22年３月期の個別業績予想（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

 

 
  
 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後

のさまざまな不確定要因によって異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。 

 なお、業績予想に関する事項は４ページから５ページの「１．経営成績」を参照してください。 

 平成22年３月期の配当予想につきましては、未定でございます。詳細は１ページの「２．配当の状況」を参照し

てください。 

(1) 期中における重要な子会社の異動 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)  無

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの）

(3) 発行済株式数 (普通株式)

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 21年３月期 52,831株 20年３月期 52,831株

② 期末自己株式数 21年３月期 4,049株 20年３月期 ―株

(参考) 個別業績の概要

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年３月期 1,304(△15.7) △286 (－) △317 (－) △593 (－)
20年３月期 1,546 (12.3) 296(△15.7) 287(△15.2) 42 (△88.7)

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

21年３月期 △11,551 32 － －

20年３月期 805 01 735 26

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年３月期 4,155 2,671 63.6 54,190 06

20年３月期 4,859 3,405 69.5 63,885 18

(参考)  自己資本 21年３月期 2,643百万円 20年３月期 3,375百万円

(％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 245 (△68.2)△335 (－)△365 (－)△340 (－)△6,969 78

通     期 860 (△35.2)△430 (－)△495 (－)△470 (－)△9,634 70



 

 

  

 資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳 

   

平成21年３月期の配当のうち、資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳は以下のとおりです。 

 
 (注）純資産減少割合 0.005（小数点以下３位未満切り上げ） 

基準日 期末 年間

１株当たり配当金 250円 00銭 250円 00銭

配当金総額 12百万円 12百万円



  

５.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 1,332,745 793,424 

売掛金 1,259,532 1,250,700

有価証券 18,676 1,192 

営業投資有価証券 － 402,813 

商品 53,946 2,288 

仕掛品 3,010 2,284 

貯蔵品 573 761 

前払費用 22,110 16,180 

未収入金 1,317 － 

未収還付法人税等 102,447 14,085 

未収消費税等 － 17,999 

その他 65 63

貸倒引当金 △1,613 △12,006

流動資産合計 2,792,811 2,489,787

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 57,920 57,571 

減価償却累計額 △13,414 △17,092

建物及び構築物（純額） 44,506 40,478

車両運搬具 269 269 

減価償却累計額 △218 △245 

車両運搬具（純額） 50 23 

工具、器具及び備品 41,236 38,641

減価償却累計額 △26,437 △25,818

工具、器具及び備品（純額） 14,799 12,822

有形固定資産合計 59,356 53,324

無形固定資産 

ソフトウエア 217,899 574,664

電話加入権 171 171 

無形固定資産合計 218,070 574,835

投資その他の資産 

投資有価証券 904,537 287,701 

関係会社株式 242,998 133,000 

その他の関係会社有価証券 468,726 435,677 

出資金 10 10 

長期営業債権 － 63,063

長期前払費用 2,975 25 

繰延税金資産 34,813 － 

敷金及び保証金 78,147 80,507 

保険積立金 56,775 69,353 

その他 118 － 

貸倒引当金 △118 △31,588

投資その他の資産合計 1,788,984 1,037,751

固定資産合計 2,066,410 1,665,911

資産合計 4,859,222 4,155,699



 

(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

買掛金 56,532 22,696 

短期借入金 800,000 700,000 

1年内返済予定の長期借入金 145,200 245,200 

未払金 14,702 11,187 

未払費用 6,399 6,543 

未払法人税等 － 1,852 

未払消費税等 248 － 

繰延税金負債 6,361 － 

預り金 5,977 4,751 

ポイント引当金 － 11,715 

関係会社整理損失引当金 － 31,369 

その他 159 576 

流動負債合計 1,035,582 1,035,893

固定負債 

長期借入金 418,500 448,300 

固定負債合計 418,500 448,300 

負債合計 1,454,082 1,484,193

純資産の部 

株主資本 

資本金 1,419,872 1,419,872 

資本剰余金 

資本準備金 1,452,405 1,452,405 

資本剰余金合計 1,452,405 1,452,405 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 526,234 △94,055

利益剰余金合計 526,234 △94,055

自己株式 － △96,892 

株主資本合計 3,398,512 2,681,329

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 △23,394 △37,829 

評価・換算差額等合計 △23,394 △37,829 

新株予約権 30,022 28,006 

純資産合計 3,405,140 2,671,506

負債純資産合計 4,859,222 4,155,699



１．当期における業績全般の動向    

当社は、「シニアがいきいきと暮らせる社会の実現に貢献する」との経営理念の下、日本初のシニアマーケット

に関する専門機関として平成12年５月17日に設立し、現在に至るまで、着実に運営体制を整え営業活動を進めて参

りました。  

 現時点で成人人口の半数、2025年には全人口の半数が50歳以上になるなど、シニア世代を中心とした社会が形成

されつつあり、消費全体に占めるシニアの役割が非常に大きなものとなっています。そのような中、従来にもまし

て多くの企業や自治体によるシニアマーケット攻略の動きが活発化しており、同マーケット向け商品・サービス

が、多数展開されてきております。  

 一方で、当連結会計年度における日本経済は、サブプライムローン問題に端を発した金融市場の世界的混乱に伴

う世界景気の減速や急激な円高の影響から本格的な不況の様相を呈してきており、先行きの見通しは極めて不透明

な状態となっております。当社グループを取り巻く環境についても、全体の景気悪化に伴い、大手企業において

は、広告・プロモーション予算の削減、新規事業立ち上げの延期、各種プロジェクト規模の縮小等が相次ぎまし

た。この結果、クライアントサポート事業／企業サポート業務（シニア向け新規事業の立ち上げ、シニア向け新商

品・サービスの開発、シニア向け広告・プロモーションの実施、シニア向け販促ツール等のクリエイティブ制作、

シニアを対象とした会員組織の運営、会報誌制作、会員サイトの制作・運営等）における自動車メーカーや金融機

関等大手企業からの受注は一時的な広告費削減の流れの中で伸び悩み、減収減益を強いられました。  

 クライアントサポート事業／コンシューマー業務においては、個人消費が伸び悩むなか、商品アイテムの増加、

「アンチエイジングレストラン・麻布十八番ブランド」の浸透等により様々な活動を行い、比較的順調に実績を残

しました。また、当連結会計年度より営業損益の区分で計上している投資育成事業においても、保有している営業

投資有価証券の一部売却により売上と利益を獲得いたしました。  

 従来のクライアントサポート事業以外からの収益拡大を企図し、当連結会計年度より本格稼動を開始したシニア

向け教育・人材紹介業務及びシニア向け新規サービスの立ち上げのため、システム、人材、広告等の先行投資を前

倒しで実施したこと、ポイント引当金11百万円を新たに計上したこと、景気悪化に伴い業績不振に陥っている取引

先に対する債権について厳しく評価し、将来発生する可能性のある損失見込み額を貸倒引当金として積み増した

（対前期比41百万円増）ことに伴い、販売費及び一般管理費が増加するとともに、「棚卸資産の評価に関する会計

基準」の適用により、商品評価損49百万円を特別損失として計上いたしました。また、昨年10月以降の本格的な株

価下落の影響を受けた保有上場有価証券の評価損151百万円（営業投資有価証券34百万円、投資有価証券116百万

円）に加え、非上場有価証券についても減損対象銘柄を厳格に選定することにより、新たに218百万円の評価損（全

て営業投資有価証券）を計上いたしました（営業投資有価証券評価損については、投資育成事業の原価にあたるこ

とから、特別損失ではなく売上原価の区分にて計上しております）。  

 子会社及び関連会社業績においては、当社子会社である㈱シニアダイレクトにおける受注が広告業界全体の流れ

を受け、大きく伸び悩み、韓国シニアマーケット攻略の足がかりとしている持分法適用関連会社である㈱シニアパ

ートナーズにおいては、営業基盤構築の先行投資を積極的に行い、16万人のシニア会員を有する韓国内最大級規模

のシニアサイトとして成長しました（2008年韓国インターネットアワード受賞）が、まだ収益化には至っておりま

せん。尚、㈱シニアダイレクトにつきましては、意思決定の迅速化、人材活用の効率化を図ると共に、経営資源を

一体化し同事業の効率的な運営を目指すことを目的として、平成21年４月１日付で当社と合併いたしました（個別

業績において㈱シニアダイレクトに対する関係会社整理損失引当金31百万円を計上しております）。  

 また、これまで計上していた繰延税金資産（いわゆる税効果会計）については、今期の最終業績を受けて重要な

税務上の繰越欠損金が発生したことに伴い、計上しておりません。  

 以上の結果、当連結会計年度業績は、売上高1,326,572千円（前期比15.9％減）、経常損失405,241千円（前期は

231,632千円の経常利益）、当期純損失616,550千円（前期は16,813千円の当期純利益）となりました。  

なお、前年同期比較に関する情報は参考として記載しております。  

２．次期の見通し  

平成22年３月期においても、景気全体の先行きは引続き厳しい状況が予想され、大手企業の広告・プロモーショ

ン予算の削減は大きな流れとして見込まれるものの、多くの企業や自治体によるシニアマーケット攻略の動きやニ

ーズについては依然として根強いものがあり、企業サポート業務の受注環境においては改善の兆しが見られている

ことから、下期から平成23年３月期にかけて緩やかに回復基調に入ってくると予想しております。  

 コンシューマー業務においては、景気悪化に伴う消費者購買意欲の減退により、各商品・サービスの個別の売上

額については伸び悩むと予想されるも、商品アイテム数の増加を進めることにより、売上額全体の増加を見込んで

おります。  

 投資育成事業については、より厳しく投資検討を行いながら、将来有望な投資先への新規及び追加投資を推進し

１. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析



てまいります。しかしながら、現在の株価動向やＩＰＯ市場環境を勘案するに、平成22年3月期における売上・収

益獲得は難しいと考えております。一方で、平成21年３月期に多額の計上を強いられた営業投資有価証券の評価損

については、同期において減損対象銘柄を厳格に選定したことから、現在のところ、新規には発生しないものと予

想しております。  

 また、平成21年３月期より本格稼動を開始しているシニア向け教育・人材紹介業務及びシニア向け新規サービス

の立ち上げについては、先行投資したことが功を奏し、少なからず売上・収益に貢献いたします。  

 販売費及び一般管理費については、新規サービスの立ち上げ、中長期的なコスト削減を企図したことによるシス

テム、人材、広告等の先行投資が一段落したこと、平成21年３月期に新たに計上したポイント引当金がまとまった

金額で発生しないこと、同期下期より進めてきたグループ会社整理や様々なコスト削減施策が具体的な効果として

現れてきていることから、前期比で減少する見込みとなっております。  

 特別損益におきましては、平成21年３月期に発生した商品評価損、投資有価証券評価損、関係会社株式評価損、

関係会社整理損失引当金繰入額等の発生は現在のところ見込まれておりません。  

  

 以上のことから、通期の個別業績見通しは、売上高1,365百万円（前期連結業績比2.9％増）、経常利益10百万円

（前期連結業績は405百万円の経常損失）、当期純利益35百万円（前期連結業績は616百万円の当期純損失）を見込

んでおります。  

 ただし、当社は平成22年３月期より、これまで分割検収が可能な場合の計上基準としていた検収基準について、

より厳格な完了基準を適用する方針としております。これにより、収益の計上時期が後倒しとなるため、従来の計

上基準と比較して、売上高、経常利益、当期純利益がそれぞれ505百万円減少いたします。ただし、総受注見込額に

おいては変化なく、本減少分がそのまま平成23年３月期以降に計上される形となります。  

  

 この結果、個別業績見通しは、売上高860百万円（前期連結業績比35.2％減）、経常損失495百万円（前期連結業

績は405百万円の経常損失）、当期純損失470百万円（前期連結業績は616百万円の当期純損失）となっております。 

※平成22年３月期より非連結になる予定ですので、連結業績予想はございません。   



①資産、負債、純資産の状況 

(資産)  

 当連結会計年度末における資産合計は4,054,911千円となり、前連結会計年度末と比較して781,611千円、

16.2％減少いたしました。 

 流動資産は2,481,631千円と前連結会計年度末と比較して408,440千円減少いたしました。流動資産の主たる減

少理由は、営業投資有価証券が402,813千円増加したものの、現金及び預金が632,462千円減少したことによるも

のであります。なお、現金及び預金の減少理由は、下記②「キャッシュ・フローの状況」を御参照下さい。 

 有形固定資産の合計は53,601千円と前連結会計年度末から6,831千円減少しましたが、これは主に、減価償却

によるものであります。無形固定資産は、574,883千円と356,731千円増加しておりますが、これはソフトウェア

の増加によるものであります。また、投資その他の資産は、当連結会計年度末944,794千円と前連結会計年度末

から723,070千円減少しておりますが、これは主に、投資有価証券の営業投資有価証券への振替え、売却及び減

損処理による減少731,720千円によるものであります。 

(負債)  

 当連結会計年度末における負債合計は1,484,249千円となり、前連結会計年度末と比較して7,739千円、0.5％

減少いたしました。 

 流動負債は1,035,949千円と前連結会計年度末と比較して37,539千円減少いたしました。流動負債の主たる減

少理由は、支払手形及び買掛金が39,548千円減少したことによるものであります。 

 固定負債は448,300千円と前連結会計年度末と比較して29,800千円増加いたしました。固定負債の増加理由

は、長期借入金が増加したことによるものです。 

(純資産)  

 当連結会計年度末の純資産合計は2,570,662千円となり、前連結会計年度末と比較して773,871千円減少いたし

ました。これは、当期純損失の計上等により利益剰余金が減少したためであります。 

②キャッシュ・フローの状況  

当連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、営業活動により資金を106,454千円

獲得し、投資活動においては663,308千円使用し、財務活動においても93,076千円使用した結果、当連結会計年度末

には802,946千円となりました。  

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失を556,722千円計上したものの、減価償却費

98,837千円、投資有価証券評価損116,203千円、営業投資有価証券の減少326,046千円等により106,454千円(前期

は314,641千円の使用)の獲得となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得による支出331,420千円、無形固定資産の取得に

よる支出443,494千円等により663,308千円(前期は758,854千円の使用)の使用となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出96,892千円等により、93,076千円(前期は

939,275千円の獲得)の使用となりました。   

(2) 財政状態に関する分析



(参考)連結キャッシュ・フロー指標の推移 

 
自己資本比率：自己資本／総資産  

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

 ※1 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を 

    使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全て 

      の負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払 

      額」を使用しております。  

  ※2 平成18年３月期から平成20年３月期までのインタレスト・カバレッジ・レシオ及びキャッシュ・フロー対有 

   利子負債比率についは、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。  

   

平成21年３月期につきましては、１株当たり250円00銭の期末配当を予定しております。  

 今後につきましても、株主に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置付け、企業体質強化のための

内部留保の充実を図るとともに各期の経営成績、財政状況及び配当性向等を総合的に勘案して配当を実施していき

たいと考えております。なお、平成22年３月期の配当については、予想額の開示が可能となった時点で速やかに開

示いたします。 

   

以下においては、当社グループの事業展開上、決算短信提出日現在でリスク要因となる可能性があると考えられ

る事項に加えて、当社としては必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断の上で重要と

考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。  

なお、当社グループはこれらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避、あるいは発生した場合の適切

な対応に努める所存でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した

上で行われる必要があります。  

  

当社は、顧客企業のシニアマーケット攻略のためのコンサルティング・プロモーションサポート等を行うため

に、50歳以上の方を会員組織化した「MASTER」に対する定量・定性調査を行っており、平成21年４月末現在約１万

人の会員の個人情報を保有しております。また、コミュニティサイトの運営、ＷＥＢ上での商品販売活動（購入申

込みの受付け）によっても利用者の個人情報を取得する場合があります。これらの個人情報は、当社の管理下にあ

るデータベースにて保管しており、平成17年４月に施行された「個人情報の保護に関する法律」が定める個人情報

取扱事業者としての義務が課せられております。当該義務への対応としては従来より、個人情報に関する管理方針

を明確にした上で、ネットワークの運用や電子メールの利用に関してのマニュアル化、データベースにアクセスす

る際のパスワード管理、ネットワークの技術対策等を施し、個人情報保護に努めております。平成21年３月期に

は、ネットワークの再整備及びデーターサーバーの多重管理等サーバー増強へのシステム投資を追加実施し、セキ

ュリティ及びデータバックアップの体制を更に強化いたしましたが、万一、外部からの不正アクセスや社内管理体

制の瑕疵等による情報の外部流出が発生した場合、当社に対する損害賠償請求や社会的信用の失墜により、当社事

業及び業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社では、シニアに関する“情報収集だけではなく、情報発信や交流も出来る参加型サイト”をコンセプトとし

たコミュニティサイト「シニアコム.JP」を提供しております。本サイトは、「MASTER」会員の登録やメールマガジ

平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率(％) 71.4 76.8 68.5 62.7

時価ベースの自己資本比率(％) 1,063.07 214.1 60.1 16.8

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率(％)

― ― ― 1,337.4

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ(倍)

― ― ― 9.2

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク

①当社グループの事業内容について 

 (イ)個人情報の流出可能性および流出した際の影響について 

 (ロ)システム障害について



ン「シニアコムNews」購読の登録にも利用しており当社の事業上重要な役割を果たしております。従来よりネッ

トワークの技術対策等を施し、平成21年３月期には、ネットワークの再整備及びデーターサーバーの多重管理等サ

ーバー増強へのシステム投資を追加実施し、セキュリティ及びデータバックアップの体制を更に強化いたしました

が、インターネットを利用しているため、自然災害、事故および外部からの不正手段によるコンピュータへの侵入

等により、通信ネットワークの切断、サーバー等ネットワーク機器の作動不能等の事態が生じた場合、当社事業及

び業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

現在のところ、シニアマーケットを対象に「調査、戦略立案、実行、検証に至るまでトータルでサポートでき

る」形態のビジネスを展開している企業は少なく、当社としてはさらにノウハウを蓄積し事業の拡大を図る所存で

すが、今後において競合企業の出現は否定できません。今後、競争の激化により受注が減少した場合には、当社事

業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

当社は平成21年４月30日現在、取締役５名、従業員54名と組織が小さく、内部管理体制も当該組織規模に応じた

ものとなっております。今後は業務拡大に伴い、業務執行体制の人員増強と内部管理体制の強化・充実を図ってい

く予定であります。しかしながら、当社の事業の拡大に伴う、優秀な人材の確保・育成が適切に行えず、十分な人

的・組織的対応ができない場合、または現在在職している人材が大量に流出した場合、当社事業及び今後の業務推

進に影響を及ぼす可能性があります。  

  

当社代表取締役社長山崎伸治は、当社設立以来の最高経営責任者であり、シニアマーケットの専門家としての知

名度も高いことから、経営方針及び経営戦略の決定並びにシニアマーケティングの体系化等、当社の事業活動上、

重要な役割を果たしております。  

 当社は、特定の個人に依存しない組織的な経営体制を目指し、人材育成の強化と経営のリスクの軽減を図ってお

りますが、現時点において、同氏が何らかの理由により当社の経営者としての業務を遂行できなくなった場合に

は、当社の業績及び今後の経営に重大な影響を与える可能性があります。  

  

現在、当社の事業においては、顧客企業に対して実施したサービスの対価としての報酬が主たる収益でありま

す。今後は、当社の経営資源を顧客企業のシニアビジネスの売上・利益に直結する分野に積極的に投入すること

で、調査・戦略立案から商品開発、販売に至るビジネスプロセス全般に関与し、当該ビジネスからクライアントが

得た売上高または利益の一部をシェアする売上マージン型またはプロフィットシェア型ビジネスの拡大を図ってま

いります。  

 しかしながら、売上マージン型またはプロフィットシェア型ビジネスでは、当社が関与した事業の業績等の影響

により、計画通りの売上高または利益が得られない可能性があること、ならびに本業務の事業歴が浅く、期間業績

比較を行うために十分な期間の財務数値が得られないことから、当社が想定する収入の見通しに重大な相違が生じ

る可能性があります。  

 ②競合について

③当社の事業体制について 

 (イ)小規模組織であること 

 (ロ)特定の人物への依存について 

④今後の事業展開について

 (イ)コンシューマー業務（売上マージン型またはプロフィットシェア型ビジネス）の拡大について 



 
（注）第３期から第４期については当社単体の数値を記載しております。 

  第５期から第９期 については連結財務諸表を作成しているため、連結の数値を記載しております。  

  

今後、当社が直接投資を行った企業の事業が円滑に運営され、高い顧客満足度が得られれば、当社の業績に貢献

する可能性があります。しかしながら、これらの出資先企業の業務が何らかの事情により支障をきたした場合や、

業績が悪化し出資金が毀損した場合には、当社の経営に影響を与える可能性があります。  

  

シニアビジネスに特化したプライベート・エクイティファンドの運営を大和SMBCキャピタル株式会社と共同で行

っておりますが、投資成績の不振による出資金の毀損や現状では予測し得ない事態が発生する可能性は否定でき

ず、そのような事態が発生した場合に、当社グループ業績に影響を与える可能性があります。  

  

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該ストックオプションは、会社法第236条、第238条、

第239条及び、旧商法第280条ノ20 、旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役及び従業員等に対して新株予

約権を付与したものであります。  

 これらの新株予約権の目的たる株式の数は、平成21年４月30日現在で合計8,985株となり、発行済株式総数の

17.01％を占めております。また、今後も優秀な人材を確保するために、同様のインセンティブプランを継続して実

施していくことを検討しており、これらの新株予約権の行使が行なわれた場合には、当社の１株当たりの株式価値

は希薄化し、当社株価に影響を与える可能性があります。 

  

 (参考)売上高の推移                         （単位：千円）

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

企業サポート業務 338,566 424,505 580,179 950,496 1,070,474 972,497 578,799

コンシューマー業務 15,341 22,149 64,062 209,876 331,355 605,782 515,994

投資育成業務 － － － － － － 231,778

合計 353,907 446,654 644,241 1,160,372 1,401,829 1,578,280 1,326,572

(ロ) シニアビジネスへの直接投資について 

(ハ) シニアビジネスに特化したプライベート・エクイティファンドの運営について 

⑤ ストックオプションについて 



２．企業集団の状況

 最近の有価証券報告書(平成20年６月30日提出）における「事業系統図(事業の内容)」及び「関係会社の状況」から

重要な変更がないため開示を省略します。 

 



 

平成20年３月期決算短信（平成20年５月20日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省

略します。 

 当該決算短信は、次のURLからご覧いただくことができます。 

(当社ホームページ） 

  http://www.senior-com.co.jp 

（東京証券取引所ホームページ(上場会社情報検索ページ） 

  http://www.tse.or.jp/listing/index.html 

３．経営方針



  

４.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】 

（単位：千円） 

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 1,434,216 801,753 

受取手形及び売掛金 1,254,808 1,233,259

有価証券 － 1,192 

営業投資有価証券 － 402,813 

たな卸資産 57,530 5,334

未収還付法人税等 102,790 14,091 

未収消費税等 － 18,732 

その他 42,340 16,460

貸倒引当金 △1,613 △12,006

流動資産合計 2,890,072 2,481,631

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 58,501 57,571 

減価償却累計額 △13,543 △17,092

建物及び構築物（純額） 44,957 40,478

車両運搬具 269 269 

減価償却累計額 △218 △245 

車両運搬具（純額） 50 23 

工具、器具及び備品 42,122 39,294

減価償却累計額 △26,697 △26,194

工具、器具及び備品（純額） 15,425 13,099

有形固定資産合計 60,432 53,601

無形固定資産 

ソフトウエア 217,965 574,697

その他 186 186 

無形固定資産合計 218,152 574,883

投資その他の資産 

投資有価証券 1,487,266 755,546 

繰延税金資産 34,813 － 

その他 145,904 220,837

貸倒引当金 △118 △31,588

投資その他の資産 1,667,865 944,794

固定資産合計 1,946,450 1,573,279

資産合計 4,836,522 4,054,911



  

（単位：千円） 

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 62,245 22,696 

短期借入金 830,000 730,000 

1年内返済予定の長期借入金 145,200 245,200 

未払法人税等 － 2,032 

繰延税金負債 6,361 － 

ポイント引当金 － 11,715 

その他 29,681 24,305 

流動負債合計 1,073,488 1,035,949

固定負債 

長期借入金 418,500 448,300 

固定負債合計 418,500 448,300 

負債合計 1,491,988 1,484,249

純資産の部 

株主資本 

資本金 1,419,872 1,419,872 

資本剰余金 1,452,405 1,452,405 

利益剰余金 468,114 △174,850

自己株式 － △96,892 

株主資本合計 3,340,392 2,600,534

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 △23,394 △37,829 

為替換算調整勘定 △4,401 △20,048 

評価・換算差額等合計 △27,795 △57,878 

新株予約権 30,022 28,006 

少数株主持分 1,914 － 

純資産合計 3,344,533 2,570,662

負債純資産合計 4,836,522 4,054,911



  

(2)【連結損益計算書】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

売上高 1,578,280 1,326,572

売上原価 787,827 1,057,390

売上総利益 790,453 269,181

販売費及び一般管理費 497,057 582,999

営業利益又は営業損失（△） 293,395 △313,817

営業外収益 

受取利息 2,091 3,115 

受取配当金 433 1,388 

還付加算金 － 3,042 

その他 571 976

営業外収益合計 3,095 8,522

営業外費用 

支払利息 6,004 12,142 

持分法による投資損失 58,538 85,822 

株式交付費 112 － 

その他 202 1,981 

営業外費用合計 64,858 99,946 

経常利益又は経常損失（△） 231,632 △405,241

特別利益 

投資有価証券売却益 26,139 14,953 

新株予約権戻入益 － 2,393 

特別利益合計 26,139 17,347 

特別損失 

投資有価証券評価損 196,282 116,203 

固定資産除却損 － 593

固定資産売却損 61 － 

たな卸資産評価損 1,166 － 

商品評価損 － 49,990 

その他 － 2,041 

特別損失合計 197,510 168,828

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失
（△） 60,261 △556,722

法人税、住民税及び事業税 40,800 4,901 

過年度法人税等 － 44,438 

法人税等調整額 9,918 12,402

法人税等合計 50,719 61,742

少数株主損失（△） △7,270 △1,914 

当期純利益又は当期純損失（△） 16,813 △616,550



  

(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 1,399,115 1,419,872 

当期変動額 

新株の発行 20,756 － 

当期変動額合計 20,756 － 

当期末残高 1,419,872 1,419,872 

資本剰余金 

前期末残高 1,431,649 1,452,405 

当期変動額 

新株の発行 20,756 － 

当期変動額合計 20,756 － 

当期末残高 1,452,405 1,452,405 

利益剰余金 

前期末残高 451,301 468,114

当期変動額 

剰余金の配当 － △26,415 

当期純利益 16,813 △616,550

当期変動額合計 16,813 △642,965

当期末残高 468,114 △174,850

自己株式 

前期末残高 － － 

当期変動額 

自己株式の取得 － △96,892 

当期変動額合計 － △96,892 

当期末残高 － △96,892 

株主資本合計 

前期末残高 3,282,067 3,340,392

当期変動額 

新株の発行 41,512 － 

剰余金の配当 － △26,415 

当期純利益 16,813 △616,550

自己株式の取得 － △96,892 

当期変動額合計 58,325 △739,858

当期末残高 3,340,392 2,600,534



  

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

前期末残高 △55,715 △23,394

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

32,321 △14,435

当期変動額合計 32,321 △14,435

当期末残高 △23,394 △37,829 

為替換算調整勘定 

前期末残高 2,014 △4,401 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

△6,416 △15,647 

当期変動額合計 △6,416 △15,647 

当期末残高 △4,401 △20,048 

評価・換算差額等合計 

前期末残高 △53,700 △27,795

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

25,904 △30,082

当期変動額合計 25,904 △30,082

当期末残高 △27,795 △57,878 

新株予約権 

前期末残高 14,888 30,022 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15,133 △2,015 

当期変動額合計 15,133 △2,015 

当期末残高 30,022 28,006 

少数株主持分 

前期末残高 9,185 1,914 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,270 △1,914 

当期変動額合計 △7,270 △1,914 

当期末残高 1,914 － 

純資産合計 

前期末残高 3,252,440 3,344,533

当期変動額 

新株の発行 41,512 － 

剰余金の配当 － △26,415 

当期純利益 16,813 △616,550

自己株式の取得 － △96,892 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 33,767 △34,013

当期変動額合計 92,093 △773,871

当期末残高 3,344,533 2,570,662



  

(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 60,261 △556,722

減価償却費 30,533 98,837

貸倒引当金の増減額（△は減少） △47 41,862

ポイント引当金の増減額（△は減少） － 11,715 

受取利息及び受取配当金 △2,524 △4,503 

支払利息 6,004 12,142 

株式交付費 112 － 

持分法による投資損益（△は益） 58,538 85,822 

投資有価証券評価損益（△は益） 196,282 116,203 

株式報酬費用 10,958 － 

たな卸資産評価損 1,166 － 

投資有価証券売却損益（△は益） △26,139 △14,953 

有形固定資産売却損益（△は益） 61 － 

有形固定資産除却損 － 593

売上債権の増減額（△は増加） △61,943 △41,396

営業投資有価証券の増減額（△は増加） － 326,046 

たな卸資産の増減額（△は増加） △53,909 52,196

未収消費税等の増減額（△は増加） － △18,732 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △11,453 3,786 

仕入債務の増減額（△は減少） △75,412 △39,548 

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,278 △223 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △23,911 △4,416 

その他 △11,972 △1,979

小計 86,325 66,731

利息及び配当金の受取額 2,524 4,503 

利息の支払額 △7,432 △11,604 

法人税等の還付額 － 94,527 

法人税等の支払額 △396,059 △47,703 

営業活動によるキャッシュ・フロー △314,641 106,454



  

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △6,286 △5,857 

有形固定資産の売却による収入 192 － 

無形固定資産の取得による支出 △192,158 △443,494

無形固定資産の売却による収入 8 － 

投資有価証券の取得による支出 △579,570 △331,420 

投資有価証券の売却による収入 41,464 120,233 

敷金及び保証金の差入による支出 △22,703 △2,360 

敷金及び保証金の回収による収入 200 － 

保険積立金の積立による支出 － △12,578 

その他 － 12,168 

投資活動によるキャッシュ・フロー △758,854 △663,308

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入れによる収入 3,450,000 3,100,000 

短期借入金の返済による支出 △3,120,000 △3,200,000 

長期借入れによる収入 600,000 300,000 

長期借入金の返済による支出 △36,300 △170,200 

株式の発行による収入 41,399 － 

自己株式の取得による支出 － △96,892 

配当金の支払額 － △25,983 

新株予約権の発行による収入 4,175 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 939,275 △93,076 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △15 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △134,220 △649,946 

現金及び現金同等物の期首残高 1,587,113 1,452,893 

現金及び現金同等物の期末残高 1,452,893 802,946 



該当事項はありません。 

  

  

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成19年４月１日 （自 平成20年４月１日

    至 平成20年３月31日）    至 平成21年３月31日）

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 すべての子会社を連結しております。

①連結子会社の数  ３社 ①連結子会社の数  １社

②連結子会社の名称 ②連結子会社の名称
㈱アンチエイジングオーソリティ、㈱シ
ニアダイレクト、㈱シニアインベストメ
ント

㈱シニアダイレクト 
  
 ㈱アンチエイジングオーソリティ及び㈱
シニアインベストメントは、平成20年10
月１日を合併期日として当社と合併した
ことに伴い、連結の範囲から除外してお
ります。

２ 持分法の適用に関する事 
    項

①持分法を適用した関連会社数 ①持分法を適用した関連会社数

 ３社及び１投資事業組合  ２社及び１投資事業組合

②関連会社の名称 ②関連会社の名称

 ㈱シニアエージェント、㈱シニアステ
ージ（旧シニアパートナーズ㈱）、シニ
アビジネス応援ファンド投資事業有限責
任組合、㈱シニアパートナーズ（旧㈱ユ
アステージ） 
 
㈱シニアパートナーズ（旧㈱ユアステー
ジ）については、当連結会計年度におい
て新たに株式を取得したことにより持分
法の適用範囲に含めております。

㈱シニアステージ、シニアビジネス応援
ファンド投資事業有限責任組合、㈱シニ
アパートナーズ 
  
 ㈱シニアエージェントについては、平
成21年3月27日をもって清算結了したこと
に伴い、持分法適用の範囲から除外して
おります。 
 

③持分法適用にあたり発生した投資差額 ③持分法適用にあたり発生した投資差額

 ５年間で均等償却しております。  ５年間で均等償却しております。

④持分法の適用の手続について特に記載  
 する必要があると認められる事項

④持分法の適用の手続について特に記載  
 する必要があると認められる事項

 ㈱シニアステージ（旧シニアパートナ
ーズ㈱）の決算期は6月であり、また㈱
シニアパートナーズ（旧㈱ユアステー
ジ）の決算期は12月であるため、当社と
一致しておらず、当社決算日より３ヶ月
前の財務諸表により、持分法を適用して
おります。

 ㈱シニアステージの決算期は6月であ
り、また㈱シニアパートナーズの決算期
は12月であるため、当社と一致しておら
ず、当社決算日より３ヶ月前の財務諸表
により、持分法を適用しております。 
  
 

３ 連結子会社の事業年度等 
 に関する事項

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一
致しております。

 同左 
 

４ 会計処理基準に関する事 
 項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 （1）重要な資産の評価基準及び評価方法

 ①有価証券  ①有価証券

  ａその他有価証券   ａその他有価証券

     時価のあるもの      時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しておりま
す。

      同左 
  
 
  
 

   時価のないもの    時価のないもの

移動平均法による原価法を採用して
おります。

    同左 
 



  

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成19年４月１日 （自 平成20年４月１日

    至 平成20年３月31日）    至 平成21年３月31日）

 ②たな卸資産  ②たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下によ
る簿価切下げの方法）によっておりま
す。

  ａ商品、製品、仕掛品   ａ商品、製品、仕掛品

   移動平均法による原価法を採用して  
   おります。 

   移動平均法 
 

  ｂ貯蔵品   ｂ貯蔵品
   最終仕入原価法を採用しておりま 
   す。   

  最終仕入原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方 
     法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方 
     法

  ①有形固定資産   ①有形固定資産

定率法を採用しております。 
ただし、建物（建物附属設備を除
く）については定額法を採用してお
ります。

   同左 
  
 
 

 (少額減価償却資産)  (少額減価償却資産)

取得価額が10万円以上20万円未満の
資産については、３年均等償却によ
っております。

   同左 
  
 

 （会計方針の変更）

法人税の改正（所得税法等の一部を
改正する法律（平成19年３月30日法
律第６号）及び法人税法施行令の一
部を改正する法令（平成19年３月30
日政令83号））に伴い当連結会計年
度から平成19年４月１日以降に取得
したものについては、改正後の法人
税法に基づく方 
法に変更しております。

この変更による当連結会計年度への
影響は軽微であります。

 （追加情報）

当連結会計年度から、平成19年3月
31日以前に取得したものについて
は、償却可能限度額まで償却が終了
した翌年から5年間で均等償却する
方法によっております。

この変更による当連結会計年度への
影響は軽微であります。

なお、主な耐用年数は次のとおりで
あります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ
ります。

     建物     ３年～18年      建物     ３年～18年

     車両運搬具     ３年      車両運搬具     ３年

     工具器具備品 ３年～20年      工具器具備品 ３年～20年

 ②無形固定資産   ②無形固定資産

自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法を採用しており
ます

   同左 
  
 
 

 ③長期前払費用   ③長期前払費用

   定額法を採用しております。    同左

（3）重要な繰延資産の処理方法  (3) ――――――

     株式交付費

       支出時に全額費用として処理して 
     おります。



  

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成19年４月１日 （自 平成20年４月１日

    至 平成20年３月31日）    至 平成21年３月31日）

（4）重要な引当金の計上基準 （4）重要な引当金の計上基準

    貸倒引当金   ①貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しており
ます。

  同左 
  
 
  
 
 

  ②ポイント引当金

 MASTER会員に対して付与しているポ
イントの将来の使用による費用発生に
備えるため、当連結会計年度末におい
て将来使用されると見込まれる額を計
上しております。

 （追加情報）

 ポイント使用による費用は、従来は
ポイント使用時に費用処理しておりま
したが、将来利用されると見込まれる
額の合理的な算定が可能となったこと
から、当連結会計年度よりポイント引
当金として計上することといたしまし
た。  
 これにより、当連結会計年度の販売
費及び一般管理費が従来と同一の方法
によった場合に比べ11,715千円増加し
ており、営業損失、経常損失及び税金
等調整前当期純損失が、それぞれ
11,715千円増加しております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法  (5) ――――――

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法  (6) 重要なヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法  ①ヘッジ会計の方法

   金利スワップの特例処理によって 
  おります。

   同左 
 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段：金利スワップ取引    同左

   ヘッジ対象：特定の借入金の支払 
                  金利

 ③ヘッジ方針  ③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する
目的で金利スワップ取引を行ってお
ります。

   同左 
  
 

 ④ヘッジ有効性評価の方法  ④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理
の要件を満たしているため、有効性
の評価を省略しております。

   同左 
  
 

(7) 収益及び費用の計上基準  (7) 収益及び費用の計上基準

完了基準（分割検収が可能な場合は検
収基準）を適用しております。

   同左 
 

(8)その他連結財務諸表作成のための重要 
   な事項

 (8) その他連結財務諸表作成のための重 
     要な事項

  消費税等の会計処理   消費税等の会計処理

   税抜方式を採用しております。    同左



 
  

 

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成19年４月１日 （自 平成20年４月１日

    至 平成20年３月31日）    至 平成21年３月31日）

５ 連結子会社の資産及び負 
 債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価につい
ては、全面時価評価法を採用しておりま
す。

   同左 
  
 

６ のれん及び負ののれんの 
 償却に関する事項

 当連結会計年度において、のれんは発生
しておりません。

   同左 
 

７ 連結キャッシュ・フロー 
 計算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書における
資金（現金及び現金同等物）は、手許現
金、随時引出可能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少
なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来する短期投資からなっ
ております。

   同左 
  
 
  
 
  
 

(7)【会計方針の変更】

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 (自 平成20年４月１日

  至 平成20年３月31日)   至 平成21年３月31日)

（収益及び費用の計上基準） （営業投資有価証券）

 当連結会計年度より、収益の計上基準として300万円以
上のコンサルティング関連プロジェクト及びプロモーショ
ン関連プロジェクトに適用していた進行基準を、当連結会
計年度より受注した案件から完了基準（分割検収が可能な
場合は検収基準）に変更いたしました。この変更は、当社
の業容拡大に伴って受注単価が上昇するとともにプロジェ
クト期間が長期化しているため、収益計上額の算出におい
て不確定要素の占める割合が従来より大きくなってきてお
り、すべての案件を原則完了基準（分割検収が可能なもの
は検収基準）とすることで、費用収益の対応を確保しつつ
より客観的な収益の計上基準とするものであります。この
変更に伴い、従来の方法に比べ、売上高は188,382千円、
営業利益、経常利益は184,437千円、当期純利益は109,382
千円それぞれ減少しております。

 当連結会計年度より、従来、固定資産の投資有価証券勘
定で取得及び保有していた有価証券について、投資におけ
る目的が将来的な売却によるキャピタルゲインであるもの
は、流動資産の営業投資有価証券勘定に振替え、売却時や
減損処理時の損益計上においても、特別損益の区分での計
上から営業損益の区分で計上する方法に変更いたしまし
た。 
 この変更は、当社事業において投資育成業務の占める割
合が増大してきていること、投資育成部門の強化により当
該部門の社内体制及び規程が整ったことから、当社事業の
１セグメントとして区分することが妥当であると判断した
ことによるものであります。 
 この方法により、当連結会計年度は従来の方法と比較し
て、連結貸借対照表につきましては、流動資産が402,813
千円増加し、固定資産（投資その他の資産）が同額減少し
ております。連結損益計算書につきましては、売上高が
231,778千円、売上原価が356,156千円増加しており、営業
損失及び経常損失が124,378千円それぞれ増加しておりま
すが、税金等調整前当期純損失には影響ありません。 
 また、連結キャッシュ・フロー計算書につきましては、
営業活動によるキャッシュ・フローが203,823千円増加
し、投資活動によるキャッシュ・フローが同額減少してお
ります。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所
に記載しております。 
  
(たな卸資産) 
  
 当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基
準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を
適用しております。  
 これにより、税金等調整前当期純損失が49,990千円増加
しております。 



前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)  

当連結グループは、シニアマーケットに関する企業サポート業務及びコンシューマー業務からなるシニアビ

ジネスサポート事業を展開しており、これ以外に事業の種類がないため該当事項はありません。  

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)  
  

 
(注) １ 事業内容を考慮して事業区分を行っております。 

２ 各事業内容 

(1) シニアビジネスサポート事業・・・シニアマーケットに関する企業サポート業務及びコンシューマー業務 

(2) 投資育成事業・・・シニアビジネスを展開する企業に対する投資育成業務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は274,399千円であり、その主なも

のは、当社の管理本部に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は952,532千円であり、その主なものは、余資運

用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び当社の管理本部に係る資産であり

ます。 

５ 当社事業において投資育成業務の占める割合が増大してきていること及び投資育成部門の強化により当該部

門の社内体制及び規程が整ったことから、シニアビジネスサポート事業に加え、投資育成事業を１セグメン

トとして追加しております。 

６ 会計方針の変更 

(営業投資有価証券) 

 会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度より、従来、固定資産の投資有価証券勘定で取得及び保

有していた有価証券について、投資における目的が将来的な売却によるキャピタルゲインであるものは、流

動資産の営業投資有価証券勘定に振替え、売却時や減損処理時の損益計上においても、特別損益の区分での

計上から営業損益の区分で計上する方法に変更いたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の投資育成事業の売上高が231,778千円、営

業費用が383,358千円、営業損失が151,580千円新たに認識されることとなりました。 

(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(セグメント情報)

1. 事業の種類別セグメント情報

シニアビジネス
サポート事業 
(千円)

投資育成事業 
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

1,094,794 231,778 1,326,572 ― 1,326,572

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,094,794 231,778 1,326,572 ― 1,326,572

  営業費用 982,632 383,358 1,365,990 274,399 1,640,389

  営業利益 
  (又は営業損失)

112,162 △ 151,580 △ 39,418 △274,399 △ 313,817

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

  資産 2,256,516 845,862 3,102,379 952,532 4,054,911

  減価償却費 92,874 280 93,154 5,683 98,837

  資本的支出 446,458 135 446,594 2,757 449,351



前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。  

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。  

  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)  

海外売上高が10％未満のため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)  

海外売上高がないため、該当事項はありません。  

  

リース取引、有価証券、関連当事者との取引、税効果会計、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプシ

ョン等、企業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め開示を省略しております。 

  

  

2. 所在地別セグメント情報

3. 海外売上高

(開示の省略)

(１株当たり情報)

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 (自 平成20年４月１日

 至 平成20年３月31日)  至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 62,701円77銭 52,122円82銭

１株当たり当期純利益又は損失(△) 319円25銭 △11,992円38銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  291円59銭
１株当たり当期純損失を計上して
いるため、記載を省略しておりま
す。

   (注)算定上の基礎

 １ １株当たり純資産額

項目
前連結会計年度 当連結会計年度

(平成20年３月31日) (平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 (千円) 3,344,533 2,570,662

普通株式に係る純資産額 (千円) 3,312,597 2,542,655

差額の主な内訳 (千円)

 新株予約権 30,022 28,006

 少数株主持分 1,914 ─

普通株式の発行済株式数(株) 52,831 52,831

普通株式の自己株式数(株) ─ 4,049

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数(株)

52,831 48,782



 

 
  

 

 ２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 (自 平成20年４月１日

 至 平成20年３月31日)  至 平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益

連結損益計算書上の当期純利益又は損失(△)
(千円)

16,813 △616,550

普通株式に係る当期純利益又は損失(△) 
(千円)

16,813 △616,550

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 52,665 51,412

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額(千円) ─ ─

普通株式増加数（株） 4,996 ─

（うち新株予約権(株)） (4,996) (─)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

第６回から第10回までの新株予約権第１回から第10回までの新株予約権

（新株予約権の目的となる株式の数
1,221株）

（新株予約権の目的となる株式の数
8,985株）

(重要な後発事象)

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 (自 平成20年４月１日

  至 平成20年３月31日)  至 平成21年３月31日)

（セグメント区分の変更）

 当社は、平成21年３月期より、従来、固定資産の投資
有価証券勘定で取得及び保有していた有価証券につい
て、投資における目的が将来的な売却によるキャピタル
ゲインであるものは、流動資産の営業投資有価証券勘定
に振替え、売却時や減損処理時の損益計上においても、
特別損益の区分での計上から営業損益の区分での計上に
変更いたします。平成21年3月期以降新たに取得する有価
証券についても同様の会計方針にて計上いたします。本
会計方針の変更については、当社事業において投資育成
業務の占める割合が増大してきていること、投資育成部
門の強化により当該業務における社内体制及び規程が整
ったことから、当社事業の１セグメントとして区分する
ことが妥当であると判断したことによるものでありま
す。 
 これに伴い、当社は、平成21年３月期より、「シニア
ビジネスサポート事業」と「投資育成事業」という２つ
のセグメント区分を設け、セグメント情報を開示するこ
とといたしました。

――――――



  

５.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 1,332,745 793,424 

売掛金 1,259,532 1,250,700

有価証券 18,676 1,192 

営業投資有価証券 － 402,813 

商品 53,946 2,288 

仕掛品 3,010 2,284 

貯蔵品 573 761 

前払費用 22,110 16,180 

未収入金 1,317 － 

未収還付法人税等 102,447 14,085 

未収消費税等 － 17,999 

その他 65 63

貸倒引当金 △1,613 △12,006

流動資産合計 2,792,811 2,489,787

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 57,920 57,571 

減価償却累計額 △13,414 △17,092

建物及び構築物（純額） 44,506 40,478

車両運搬具 269 269 

減価償却累計額 △218 △245 

車両運搬具（純額） 50 23 

工具、器具及び備品 41,236 38,641

減価償却累計額 △26,437 △25,818

工具、器具及び備品（純額） 14,799 12,822

有形固定資産合計 59,356 53,324

無形固定資産 

ソフトウエア 217,899 574,664

電話加入権 171 171 

無形固定資産合計 218,070 574,835

投資その他の資産 

投資有価証券 904,537 287,701 

関係会社株式 242,998 133,000 

その他の関係会社有価証券 468,726 435,677 

出資金 10 10 

長期営業債権 － 63,063

長期前払費用 2,975 25 

繰延税金資産 34,813 － 

敷金及び保証金 78,147 80,507 

保険積立金 56,775 69,353 

その他 118 － 

貸倒引当金 △118 △31,588

投資その他の資産合計 1,788,984 1,037,751

固定資産合計 2,066,410 1,665,911

資産合計 4,859,222 4,155,699



  

(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

買掛金 56,532 22,696 

短期借入金 800,000 700,000 

1年内返済予定の長期借入金 145,200 245,200 

未払金 14,702 11,187 

未払費用 6,399 6,543 

未払法人税等 － 1,852 

未払消費税等 248 － 

繰延税金負債 6,361 － 

預り金 5,977 4,751 

ポイント引当金 － 11,715 

関係会社整理損失引当金 － 31,369 

その他 159 576 

流動負債合計 1,035,582 1,035,893

固定負債 

長期借入金 418,500 448,300 

固定負債合計 418,500 448,300 

負債合計 1,454,082 1,484,193

純資産の部 

株主資本 

資本金 1,419,872 1,419,872 

資本剰余金 

資本準備金 1,452,405 1,452,405 

資本剰余金合計 1,452,405 1,452,405 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 526,234 △94,055

利益剰余金合計 526,234 △94,055

自己株式 － △96,892 

株主資本合計 3,398,512 2,681,329

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 △23,394 △37,829 

評価・換算差額等合計 △23,394 △37,829 

新株予約権 30,022 28,006 

純資産合計 3,405,140 2,671,506

負債純資産合計 4,859,222 4,155,699



  

(2)【損益計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

売上高 

サービス売上高 1,546,647 1,072,278

営業投資有価証券売上高 － 231,778 

売上高合計 1,546,647 1,304,056

売上原価 

サービス売上原価 818,030 693,331

営業投資有価証券売上原価 － 356,156 

売上原価合計 818,030 1,049,487

売上総利益 728,617 254,568

販売費及び一般管理費 432,545 541,267

営業利益又は営業損失（△） 296,071 △286,698

営業外収益 

受取利息 1,938 3,014 

受取配当金 433 1,388 

業務受託料 10,333 3,868 

還付加算金 － 3,042 

その他 1,031 646

営業外収益合計 13,737 11,960

営業外費用 

支払利息 5,929 11,602 

株式交付費 112 － 

匿名組合投資損失 16,218 14,170 

投資事業組合運用損 － 16,292 

その他 131 842 

営業外費用合計 22,392 42,908 

経常利益又は経常損失（△） 287,416 △317,646

特別利益 

投資有価証券売却益 － 14,953 

抱合せ株式消滅差益 － 17,215 

新株予約権戻入益 － 2,393 

特別利益合計 － 34,562 

特別損失 

投資有価証券評価損 196,282 116,201 

固定資産売却損 61 － 

固定資産除却損 － 220 

関係会社株式売却損 351 － 

関係会社株式評価損 － 34,999 

関係会社整理損失引当金繰入額 － 31,369 

たな卸資産評価損 1,210 － 

商品評価損 － 49,990 

その他 － 18,473

特別損失合計 197,904 251,254



  

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 89,511 △534,338

法人税、住民税及び事業税 37,215 2,695 

過年度法人税等 － 44,438 

法人税等調整額 9,900 12,402

法人税等合計 47,116 59,536

当期純利益又は当期純損失（△） 42,395 △593,874



  

(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 1,399,115 1,419,872 

当期変動額 

新株の発行 20,756 － 

当期変動額合計 20,756 － 

当期末残高 1,419,872 1,419,872 

資本剰余金 

資本準備金 

前期末残高 1,431,649 1,452,405 

当期変動額 

新株の発行 20,756 － 

当期変動額合計 20,756 － 

当期末残高 1,452,405 1,452,405 

資本剰余金合計 

前期末残高 1,431,649 1,452,405 

当期変動額 

新株の発行 20,756 － 

当期変動額合計 20,756 － 

当期末残高 1,452,405 1,452,405 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

前期末残高 483,838 526,234

当期変動額 

剰余金の配当 － △26,415 

当期純利益 42,395 △593,874

当期変動額合計 42,395 △620,289

当期末残高 526,234 △94,055

利益剰余金合計 

前期末残高 483,838 526,234

当期変動額 

剰余金の配当 － △26,415 

当期純利益 42,395 △593,874

当期変動額合計 42,395 △620,289

当期末残高 526,234 △94,055

自己株式 

前期末残高 － － 

当期変動額 

自己株式の取得 － △96,892 

当期変動額合計 － △96,892 

当期末残高 － △96,892 



  

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

株主資本合計 

前期末残高 3,314,604 3,398,512

当期変動額 

新株の発行 41,512 － 

剰余金の配当 － △26,415 

当期純利益 42,395 △593,874

自己株式の取得 － △96,892 

当期変動額合計 83,908 △717,182

当期末残高 3,398,512 2,681,329

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

前期末残高 △55,715 △23,394

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

32,321 △14,435

当期変動額合計 32,321 △14,435

当期末残高 △23,394 △37,829 

評価・換算差額等合計 

前期末残高 △55,715 △23,394

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

32,321 △14,435

当期変動額合計 32,321 △14,435

当期末残高 △23,394 △37,829 

新株予約権 

前期末残高 14,888 30,022 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15,133 △2,015 

当期変動額合計 15,133 △2,015 

当期末残高 30,022 28,006 

純資産合計 

前期末残高 3,273,777 3,405,140

当期変動額 

新株の発行 41,512 － 

剰余金の配当 － △26,415 

当期純利益 42,395 △593,874

自己株式の取得 － △96,892 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 47,455 △16,451

当期変動額合計 131,363 △733,634

当期末残高 3,405,140 2,671,506



 該当事項はありません。 

  

  

(4)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】
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